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はじめに 
 

本市は、なごや子ども条例第２０条の規定により、平成２７年３月に「なごや子ど

も・子育てわくわくプラン２０１５～名古屋市子どもに関する総合計画～」を策定し、

基本理念として掲げた３つのまちの姿の実現に向け、各種事業を進めております。 

このたび、なごや子ども条例第２１条の規定により、この計画の平成２９年度におけ

る実施状況をとりまとめ、公表いたします。今後も、この計画の着実な推進に向け、事

業を実施していきます。 
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１ 「なごや子ども・子育てわくわくプラン２０１５ 
～名古屋市子どもに関する総合計画～」の概要 

 

 

１ 対   象  

すべての子ども・若者・子育て家庭とそれを支える社会 

 

２ 期   間  

平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 年間 

 

３ め ざ す 姿  

「子どもに関する総合的な計画の策定に向けた基本的な考え方について」（なごや子ど

も・子育て支援協議会からの答申。以下「答申」という。）を踏まえ、名古屋市で暮らす

子ども・若者・子育て家庭とそれを支える社会の 20 年後のめざす姿を設定します。 

① 子ども 

安心して健やかにのびのび育ち、自己肯定感を持ち、年齢や発達に応じた社会性、豊

かな人間性と創造性を身につけ、他を思いやる心を持ち、自分の行動に責任を持てると

ともに自分の意見を言える子ども 

② 若者 

経済的、精神的に自立し、主体的に社会に参画するとともに、他者と共生し社会の担

い手となり、人間的に豊かな生活をおくる若者 

③ 子育て家庭 

保護者が子育てに喜びを感じ、子育てについての役割を果たすことにより、子どもが

安心して生活し、健やかに成長できる家庭 

④ 社会 

社会全体で子ども・若者・子育て家庭を支えることにより、子どもを安心して生み、

育てることができるとともに、個人の多様性を認め合い、子ども・若者・子育て家庭に

とっての都市としての魅力にあふれる社会 

 

４ 基 本 理 念  

答申及び「名古屋市総合計画２０１８」の方針を踏まえ、計画の基本理念として、この

計画で実現をめざす「３つのまちの姿」を設定し、めざす姿の具現化により基本理念を実

現することを目標とします。 

① 「子ども・若者・子育て家庭にとって魅力的なまち」の実現 

② 「子ども・若者・子育て家庭を社会全体で支えるまち」の実現 

③ 「子ども・若者・子育て家庭がいきいきと暮らせるまち」の実現 
なごや子ども条例 

マスコットキャラクター 

なごっち 

- 1 -



 

 

 

 

 

５ めざす姿と基本理念の関係  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 重点的な取組みの視点  

計画期間の 5 年間では、下表の内容に重点的に取り組みます。 

取組みの位置づけ 取組みの内容 

① 引き続き重点を 

置くべき取組み 

ア 子ども・子育て支援新制度への円滑な移行と 

保育・教育ニーズへの的確な対応 

イ 虐待予防も含めた子どもの虐待対策への積極的な取組み

② これまで以上に 

重点を置くべき取組み 

ア 若者の自立や社会参画に向けた支援 

イ 困難を抱える子ども・若者・子育て家庭への支援 

ウ 学校での支援 

③ これまでの取組みのう

ち特に留意の必要な取

組み 

ア 子どものライフステージ移行期における切れ目のない支援

イ 妊娠期の支援を含めたより早い段階からの子育て支援 

ウ 幼稚園や保育所を利用せずに子育てをしている家庭の支援

④ 新たな視点での取組み ア 貧困状態にある子ども・若者・子育て家庭の支援 
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７ めざす姿を実現する視点  

対象別の「めざす姿」を実現するために以下の取組みをします。 

区分 めざす姿 めざす姿実現のための取組み 

子
ど
も 

安心して健やかにのびのび育

ち、自己肯定感を持ち、年齢や

発達に応じた社会性、豊かな

人間性と創造性を身につけ、

他を思いやる心を持ち、自分

の行動に責任を持てるととも

に自分の意見を言える子ども 

●子どもの権利を守り生かすことへの支援 

●子どもの育ちの支援 

●困難を抱える子ども・若者への総合的な支援

●学校における子どもへの支援 

●保護を要する子どもへの支援 

●障害児への支援 

●外国人の子どもへの支援 

●貧困状態にある子どもへの支援 

若
者 

経済的、精神的に自立し、主体

的に社会に参画するととも

に、他者と共生し社会の担い

手となり、人間的に豊かな生

活をおくる若者 

●若者の自立や社会参画への支援 

●困難を抱える子ども・若者への総合的な支援

●貧困状態にある若者への支援 

子
育
て
家
庭 

保護者が子育てに喜びを感

じ、子育てについての役割を

果たすことにより、子どもが

安心して生活し、健やかに成

長できる家庭 

●安心して子どもを生み、 

親として成長することへの支援 

●子どもの虐待を未然に防ぐための取組み 

●経済的負担の軽減 

●相談支援のネットワークの充実 

●子ども・子育て支援新制度への適切な対応 

●働き方の見直しに向けた取組みの推進 

●妊娠に困難を抱える家庭への支援 

●子育てに困難を抱える家庭への支援 

●ひとり親家庭への支援 

●障害児の子育てに対する支援 

●外国人の子育てに対する支援 

社
会 

社会全体で子ども・若者・子育

て家庭を支えることにより、

子どもを安心して生み、育て

ることができるとともに、個

人の多様性を認め合い、子ど

も・若者・子育て家庭にとって

の都市としての魅力にあふれ

る社会 

●社会全体（市、地域住民等、学校等関係者、

事業者等）での子育て支援 

●子どもと子育て家庭にやさしいまちづくり 
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８ 施策と施策方針  

「６ 重点的な取組みの視点」、「７ めざす姿を実現する視点」を踏まえ、すべての対

象を支援し、困難な状態に陥ることを未然に防ぐポピュレーションアプローチの視点と、

困難を抱える対象に特化して支援するハイリスクアプローチの視点から、3 つの施策と施

策を推進するための施策方針を設定します。 

 

施策と施策方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策設定の考え方 
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９ 施策の展開及び主な事業  

3 つの施策について、下表のとおり具体的な施策を展開していきます。 

※この表に掲載している事業数は、複数の施策の展開に重複掲載している事業はそれぞれの施策の展
開で重複して計上しており、また、計画未掲載のこの冊子に掲載している関連事業も含んだ数です。 

施策 施策の方針 施策の展開 事業 

すべての

子ども・

若者への

支援 

子どもと若者

の成長の連続

性に配慮し、

年齢に応じて

支援する 

子どもの権利を守り生かすこ

とへの支援 
「なごや子ども条例の啓発」 

はじめ 7 事業

子どもの健康の支援 
「乳幼児健康診査」 

はじめ 12 事業

居場所と安全の支援 
「留守家庭児童健全育成事業」 

はじめ 7 事業

学びの支援 
「男女平等参画出張講座」 

はじめ 6 事業

多様な交流と体験の支援 
「トワイライトスクール」 

はじめ 14 事業

次世代を担う若者が困難な状

況に陥ることを防ぎ、自立し

ていくための支援 

「青少年交流プラザにおける事業推進」 

はじめ 16 事業

すべての

子育て家

庭への支

援 

子どもの年齢

や家庭の状況

に応じてきめ

細かく支援す

る 

安心して子どもを生み、親と

して成長することへの支援 
「不妊・不育にかかる支援」 

はじめ 15 事業

子どもの虐待を未然に防ぐた

めの取組み 
「名古屋市児童を虐待から守る条例の推進」

はじめ 5 事業

経済的負担の軽減 
「児童手当の支給」 

はじめ 8 事業

社会全体での子育て支援 
「地域子育て支援拠点事業」 

はじめ 12 事業

子育てにやさしいまちづくり 
「福祉都市環境整備指針等に基づく 

バリアフリーの推進」はじめ 10 事業

働き方の見直しに向けた取組

みの推進 
「子育て支援企業認定・表彰制度」 

はじめ 6 事業

質の高い乳幼児期の教育・保

育の総合的な提供 
「保育所等待機児童対策の取組み推進」 

はじめ 12 事業

困難を抱

える子ど

も・若者・ 

家庭への

支援 

困難を抱える

子ども・若者・

家庭を一体的

に支援する 

困難を抱える子ども・若者へ

の総合的な支援 
「児童相談所等における相談支援」 

はじめ 10 事業

妊娠や子育てに困難を抱える

家庭への支援 
「なごや妊娠 SOS」 

はじめ 13 事業

ひとり親家庭の子どもとその

家庭への支援 
「ひとり親家庭等に対する自立に 

向けた相談の実施」はじめ 12 事業

学校での支援 
「高等特別支援学校の整備」 

はじめ 11 事業

保護を要する子どもへの支援 
「里親等委託の推進・里親等への 

支援の充実」はじめ 5 事業

障害児とその家庭への支援 
「児童発達支援センター等の充実」 

はじめ 7 事業

外国人の子どもとその家庭へ

の支援 
「外国人の子どもに関する相談」 

はじめ 11 事業

貧困の連鎖を断ち切るための

支援 
「生活困窮者自立促進支援事業」 

はじめ 18 事業
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２ 平成29年度の実施状況の概要 
 

 

１ 個別事業の進行状況  

個別事業の実施状況欄別に、平成 29 年度の実績が、これまでの状況を踏まえてどのように進ん

でいるかを、次の４種類の記号で示しています。 

 

区分 基準 

☆☆☆ 順調に事業が進んでいる 

☆☆ 
順調に事業が進んでいるが、今後の事業実施にあたり、

具体的な課題や改善点がある 

☆ 課題や改善点があり、事業が順調に進んでいない 

  統廃合などにより事業を見直した 

  【例】 

   例１．方向性を「継続」としている事業であれば、具体的な課題や改善点が見受けられず、継続的に

事業が実施できていれば「☆☆☆」となります。 

   例２．方向性を「拡充」としている事業で、実施施設等が前年度に比べて拡充できている場合でも、

十分な量に至っていないなど、課題や改善点がある場合は「☆☆」になることがあります。 

 

２ 施策ごとの進行状況  

進行状況を計画に掲げた3つの施策単位でまとめると以下のとおりです。 

平成29年度の実施状況は、約5％の事業が「☆☆」で課題や改善点が見受けられますが、その他

は全て「☆☆☆」であり、順調に進んでいます。 

 

施  策 
進行状況別事業数 ※( )は前年度の数 

☆☆☆ ☆☆ ☆   合 計 

１ すべての子ども・若者

  への支援 

５９ 

(６０) 

３ 

(２) 

０ 

(０) 

０ 

(０) 

６２ 

(６２) 

２ すべての子育て家庭 

  への支援 

７２ 

(７１) 

０ 

(０) 

０ 

(０) 

０ 

(０) 

７２ 

(７１) 

３ 困難を抱える子ども・

  若者・家庭への支援 

８０ 

(７８) 

７ 

(７) 

０ 

(０) 

０ 

(０) 

８７ 

(８５) 

合  計 
２１１ 

(２０９) 

１０ 

(９) 

０ 

(０) 

０ 

(０) 

２２１ 

(２１８)

   ※複数の「施策の展開」に重複掲載している事業（(複)と記載のある事業）は重複して数えて
おり、また、1つの事業名で複数の進行状況を掲載している事業（「公共交通機関等における
バリアフリーの推進」など）や、計画に掲載されていないものの関連事業として進行状況を
管理している事業（事業名に「事業追加」の記載があるもの）があるため、この表の合計と
計画に掲載している事業数は一致しません。 

- 6 -



３　平成29年度実施状況（個別事業の進行状況）

施策１　すべての子ども・若者への支援

　①　子どもの権利を守り生かすことへの支援

実績

なごや子ども条例の
啓発

なごや子ども条例の主旨や
内容をわかりやすく説明し
たパンフレットなどによる
啓発活動を実施する。

●イベントにブースを出展
し、パンフレットや啓発
グッズを配布
　3回　延べ1,858人
●区役所が主催するイベン
トにおいて、啓発グッズの
配布を依頼
●東海地区｢子ども条例」
ネットワーク設立総会「子
ども条例」シンポジウムを
開催

●各種イベント等において
パンフレットや啓発グッズ
を配布し、啓発に努めた。

☆☆☆
●様々な機会を捉えて啓発
活動を実施し、認知度の向
上に努める。

子ども青少年局

子どもの社会参画の
支援

子どもが、会議やイベント
などの企画実施を通して、
自分の意見を表明し、他者
の考えを認め、合意形成を
はかることができる機会を
提供する。

●子どもたちが名古屋市の
観光施設等の新しい企画を
考える「なごっちワーク
ショップ」の開催
●子どもの意見を名古屋市
へ提案する「なごっちサ
ミット」の開催

●子どもたちが名古屋市の
企画や計画について考え、
意見を提案するなど、子ど
もが主体的に参加する権利
の具現化に努めた。

☆☆☆

●子どもたちが名古屋市の
企画や計画について考え、
意見を提案するなど、子ど
もが主体的に参加する権利
の具現化に努める。

子ども青少年局

なごや人権啓発
センターの運営

子どもの人権をはじめとす
る各人権分野についてのパ
ネルやタッチパネルＰＣを
使用した展示のほか、図
書・視聴覚資料の閲覧・貸
出や人権相談などを実施す
る。また、小・中学校など
の社会見学や、市民・企
業・団体向けの研修を実施
する。

●子どもの人権をはじめと
する各人権分野についての
パネルやタッチパネルＰＣ
を使用した展示のほか、図
書・視聴覚資料の閲覧・貸
出や人権相談などを実施。
また、小・中学校などの社
会見学や、市民・企業・団
体向けの研修を実施

●各人権分野についての展
示や小・中学校などの社会
見学、市民等への研修を実
施し、人権尊重の理念を理
解・体得するための機会を
提供できた。

☆☆☆

●子どもの人権をはじめと
する各人権分野についての
パネルやタッチパネルＰＣ
を使用した展示のほか、図
書・視聴覚資料の閲覧・貸
出や人権相談などを実施す
る。また、小・中学校など
の社会見学や、市民・企
業・団体向けの研修を実施
する。

市民経済局

進行状況
事業名 事業内容

平成29年度の実施状況 平成30年度の
実施方針

所管局

-
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-



実績

メディアや啓発資料
などによる

人権啓発の推進

新聞、広報なごやなどの各
種メディアや交通広告等の
掲出のほか、各種啓発資料
の作成・提供を通じた人権
啓発を実施する。

●新聞や交通広告の掲載及
びイベントや研修等での啓
発資料の配布などを実施

●新聞や交通広告の掲載及
びイベントや研修等での啓
発資料の配布などを実施
し、人権啓発を推進した。

☆☆☆

●新聞や交通広告の掲載及
びイベントや研修等での啓
発資料の配布などを実施す
る。

市民経済局

講演会・研修会
などによる

人権啓発の推進

憲法週間や人権週間などに
おいて、人権に関してさま
ざまな視点からテーマを設
定した講演会、研修会など
の啓発事業を実施する。

●憲法週間記念
　参加者数：1,353人
●夏の人権フェスタ
「ちょっと素敵な映画会」
　参加者数：2,037人
●人権週間記念
　参加者数：940人
●人権セミナー
　参加者数：431人
●スポーツ教室
　参加者数：113人

●昨年度に比べ、事業全体
の参加者人数が増加した。
●各事業を通じて、市民の
人権問題についての関心や
理解を深めることができ
た。

☆☆☆

●憲法週間や人権週間など
において、人権に関してさ
まざまな視点からテーマを
設定した講演会、研修会な
どの啓発事業を実施する。

市民経済局

人権尊重の
まちづくり事業

人権意識が広くいきわたっ
た地域社会づくりをすすめ
るため、市民の参画と協働
による啓発・学習活動など
を実施する。

●16区において実施
　参加人数：計2,513人
※区民まつりなどへの大多
数の参加者数は除く

●参加体験型のワーク
ショップ、パネルディス
カッション、コンサートの
実施など、事業の実施形態
にも工夫を凝らした

☆☆☆

●人権意識が広くいきわ
たった地域社会づくりをす
すめるため、市民の参画と
協働による啓発・学習活動
などを実施する。

市民経済局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
8
 
-



実績

学校における
絆づくり推進事業

（H29に「仲間づく
り推進事業」と統合

し、「夢・チャレンジ
支援事業」から名称変

更）

夢と命の絆づくり
推進事業

（H30に「キャリア
教育・生命尊重教育推
進事業」と統合し、名

称変更）

児童生徒が主体的に考え、
行動し、互いを思いやる心
を身につける活動を推進す
る。

●小学校49校、中学校23
校、高等学校1校、特別支
援学校1校で実施した。

●仲間づくりの推進に「十
分効果があった」と答えた
学校の割合が93.2%であっ
た。

☆☆☆

●「学校における絆づくり
推進事業」と「キャリア教
育・生命尊重教育推進事
業」を統合し、「夢と命の
絆づくり推進事業」とし
て、児童生徒の自主的な活
動を支援することにより自
己肯定感を高め、心の居場
所づくりや仲間との絆づく
りを図り、いじめ防止等に
つなげていくとともに、夢
を持つことや命の大切さを
伝える。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
9
 
-



　②　子どもの健康の支援

実績

乳幼児健康診査

乳幼児の身体・精神面の発
育発達、疾病等の早期発見
及び健康の保持増進をはか
るため、総合的な健康診査
を実施する。

●3か月児健康診査 受診率
　98.0％

●受診率は、99%前後の高
い水準を保っている。
●未受診者に対して訪問、
電話、はがきの送付により
受診勧奨を行った。

☆☆☆

●引き続き、各健康診査の
未受診者へ受診勧奨を実施
し、受診率の向上に努め
る。

子ども青少年局

新生児乳児等
訪問指導

健全な発育発達等の保健指
導や支援のための新生児乳
児家庭全戸訪問並びに継続
支援が必要な乳幼児及び妊
婦への訪問を実施する。

●新生児乳児訪問率
　97.2％
　訪問対象者数
　19,433人
(平成29年4月1日0歳児人口)
　訪問人数(実)
　18,986人

●家庭訪問の実施により、
新生児・乳児の発育に関す
る相談や、養育者に対する
子育て支援を実施した。

☆☆☆
●引き続き、円滑な新生児
乳児家庭全戸訪問及び継続
支援を実施する。

子ども青少年局

子ども医療費助成

中学3年生までの入院、通
院にかかる医療費のうち、
保険診療にかかる自己負担
分を助成する。

●対象者数
　277,001人（月平均）

●子どもの入院･通院にか
かる医療費のうち、保険診
療にかかる自己負担額を助
成することにより、子ども
の福祉の増進と子育て家庭
の経済的負担の軽減をは
かった。

☆☆☆
●引き続き、中学3年生ま
での医療費を助成する。

子ども青少年局

思春期保健事業(複)

思春期の子どもたちの心身
両面の健康づくりを支援す
るため、保健所が学校や関
係機関と連携をはかり、健
康教育や相談を実施する。

●思春期セミナー
　開催回数　  　285回
　参加者数　27,291人

●健康教育や相談の実施に
より、思春期における心身
両面の健康づくりを推進
し、子どもたちの健やかな
育ちを支援した。

☆☆☆
●引き続き、学校等と連携
をはかり実施する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
0
 
-



実績

思春期の
精神保健相談

精神保健福祉センターにお
いて、思春期にある若者の
相談事業などを実施する。

●思春期の精神保健相談
　相談件数38件
●思春期精神保健福祉関係
者研修
　2回開催
　参加者数104人
●ひきこもり地域支援セン
ターにおいて、ひきこもり
に関する相談を実施した。
　相談件数504件
●ひきこもり支援サポー
ター養成
　研修4回
　参加人数74人
●ひきこもり支援サポー
ターフォローアップ研修
　研修4回
　参加人数27人

●健康教育や相談の実施に
より、思春期における心身
両面の健康づくりを推進
し、子どもたちの健やかな
育ちを支援した。

☆☆☆

●精神保健福祉センターに
おいて、思春期にある若者
の相談事業などを実施す
る。

健康福祉局

任意予防接種に
かかる費用助成事業

予防医療を推進するため、
予防接種法に基づかない任
意予防接種に対して費用助
成を行う。

●実績
　ロタウイルス 40,675件
　おたふくかぜ 20,152件

●予防接種を安心して接種
していただけるよう制度改
正等の周知に努め、接種費
用の助成制度を実施した。

☆☆☆

●予防医療を推進するた
め、予防接種法に基づかな
い任意予防接種に対して費
用助成を行う。

健康福祉局

４歳児及び５歳児
歯の健康づくり事業

幼稚園・保育所の園児及び
保護者を対象に、歯科口腔
保健指導を実施する。
各保健所において、講習会
等を実施。幼稚園・保育所
におけるフッ化物洗口を推
進する。

●実施者数
　23,868人
●講習会開催数
　16回
●フッ化物洗口実施数
　162か所　6,962人

●幼稚園・保育所の園児及
び保護者を対象に、歯科口
腔保健指導を実施した。
●幼稚園・保育所における
フッ化物洗口実施園は新規
実施園7園と中止園7園が
あり、実施園数の増加がみ
られなかった。継続実施が
重要なため支援方法につい
ての検討が必要である。

☆☆

●幼稚園・保育所の園児及
び保護者を対象に、歯科口
腔保健指導を実施する。
●各保健センターにおい
て、講習会等を実施。幼稚
園・保育所におけるフッ化
物洗口を推進する。

健康福祉局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
1
 
-



実績

お口の発達支援事業

離乳期の乳幼児を対象に、
口腔機能の発達状況の確
認、健康教育、個別指導を
実施する。

●実施者数
　8,529人

●健康教育や歯科口腔保健
指導の実施により、乳幼児
期におけるお口の発達に関
して支援した。

☆☆☆

●離乳期の乳幼児を対象
に、口腔機能の発達状況の
確認、健康教育、個別指導
を実施する。

健康福祉局

●名古屋市医師会急病セン
ターでは毎日準夜帯に、小
児科専門医1名による診察
を実施し、休日昼間にも小
児科専門医1名（年末年始
は2名）による診察を実施
小児科受診者数 13,985人
●「小児救急ネットワーク
758」として、毎日準夜帯
4病院、深夜帯1病院の体
制を確保
小児科受診者数 28,382人

●予定の体制を確保した。 ☆☆☆

●名古屋市医師会急病セン
ターで毎日準夜帯及び休日
昼間に、小児科専門医1名
（年末年始昼間は2名）に
よる診療を実施する。
●「小児救急ネットワーク
758」として、毎日準夜帯
4病院、深夜帯1病院の体
制を確保する。

健康福祉局

●西部医療センターに設置
した小児医療センターにお
いて、医療提供を行った。
●「小児救急ネットワーク
758」に参加し、二次救急
医療を実施した。
　西部医療センター
　　月・火・金・土・日・
祝日
　東部医療センター
　　第１～第３日曜日
※二次救急受診者数
　西部医療センター
　　2,512人
　東部医療センター
　　238人

●小児救急ネットワーク
758参加病院として、年間
通して救急医療に取り組ん
だが、西部医療センターに
おいて、月・火・金・土・
日・祝日の小児科二次救急
医療の実施となった。

☆☆

●東部医療センター・西部
医療センターにおいて、
「小児救急ネットワーク
758」に参加するととも
に、小児科二次救急医療を
実施する。

病院局

平成30年度の
実施方針

小児科
救急医療体制の

充実

市域における医療ニーズに
応え、患者サービスの向上
をはかるため、特に必要性
の高い小児科救急医療体制
の拡充を実施する。

所管局
進行状況

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況

-
 
1
2
 
-



実績

成育医療の取組み

西部医療センターにおいて
周産期医療、小児医療を充
実し、妊娠・胎児から始ま
り、出生、新生児、小児、
思春期を経て次の世代を生
み育てるまでの過程全般を
連続的、包括的にみようと
する医療を実施する。

●西部医療センターに設置
した周産期医療センター・
小児医療センターにおい
て、医療提供を行った。

●専門スタッフにより妊
娠・出産・新生児の一貫し
た管理を行うとともに、退
院後も各診療科が連携し、
継続的な発達・発育フォ
ローを実施した。

☆☆☆

●西部医療センターに設置
した周産期医療センター・
小児医療センターにおい
て、医療提供を行う。

病院局

元気いっぱい
なごやっ子の育成事業

健全な心と体の育成をめざ
して、体力づくりの推進や
学校栄養職員による食生活
指導などを実施する。

●体力アップ推進校
　新規６校指定
●学校栄養職員による食生
活指導
　実施校数
　小中学校262校

●体力アップ推進校実施校
数の拡大を目指し、29年
度までで139校とした。
●食生活指導の実施校数は
増加しており、より多くの
児童生徒を対象とした取組
みができた。

☆☆☆

●健全な心と体の育成をめ
ざして、体力づくりの推進
や学校栄養職員による食生
活指導などを実施する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
3
 
-



　③　居場所と安全の支援

実績

留守家庭児童
健全育成事業

児童館留守家庭児童クラブ
を実施する。
地域の留守家庭児童育成会
に対する運営費を助成す
る。

●児童館留守家庭児童クラ
ブ　16か所
●育成会　167か所
（平成30年3月）

●児童館留守家庭児童クラ
ブを継続実施した。
●地域で自主的に活動する
留守家庭児童育成会に対し
て、当年度の国の補助内容
を基準に助成を行った（ひ
とり親家庭保護者負担減免
助成の拡充等を実施した）

☆☆☆

●児童館留守家庭児童クラ
ブを実施する。
●地域の留守家庭児童育成
会に対する運営費を助成す
る。

子ども青少年局

トワイライトルーム

放課後等に小学校施設を活
用し、遊び、学び、体験、
交流の場を提供する全児童
対象にした事業と、保護者
が就労等により昼間家庭に
いない児童に対し、より生
活に配慮した事業を一体的
に実施する。

●トワイライトルームの実
施　42校
●延べ参加人数
　587,517人
●参加人数
（1日1校あたり）48.0人
●参加申込率 52.7％
●選択事業登録数（17時
以降の利用登録）1,507人
（平成30年3月末）

●モデル事業を実施・評
価・検証を行い、平成25
年度からはトワイライト
ルームとして事業を開始
し、利用希望（ニーズ）の
高い学区から順次、トワイ
ライトスクールからトワイ
ライトルームへ移行を進め
た。

☆☆☆

●放課後等に小学校施設を
活用し、遊び、学び、体
験、交流の場を提供する全
児童を対象にした事業と、
保護者が就労等により昼間
家庭にいない児童に対し、
より生活に配慮した事業を
一体的に実施する。（平成
30年4月1日現在5校増の
47校で実施）

子ども青少年局

所管局
進行状況

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針

-
 
1
4
 
-



実績

青少年の
居場所づくり(複)

青少年が気軽に安心して過
ごせる居場所を確保するこ
とで、人や社会と関わりな
がら、自分らしく自主的に
活動できるよう支援する。

●青少年交流プラザにおい
て、青少年が気軽に立ち寄
り安心して過ごせるような
居場所づくりの環境の整備
を継続し、青少年交流プラ
ザ分館等、様々な施設を活
用し、居場所づくりを実施
した。
●児童館における居場所づ
くりを全館(16館)で実施し
た。

●青少年交流プラザを居場
所として利用する青少年が
増加したほか、青少年交流
プラザ分館や児童館などの
場所においても居場所づく
りを実施することにより、
幅広く青少年の交流をはか
るための活動を支援した。

☆☆☆

●青少年交流プラザにおい
て、青少年が気軽に居場所
に参加できる環境を整備す
るとともに、青少年が居場
所づくり事業の企画から運
営までを行えるよう支援す
る。
●青少年交流プラザが生涯
学習センターや児童館と連
携した多様な場所での居場
所づくりを実施し、青少年
の交流をはかるための活動
を支援する。
●児童館における居場所づ
くりを全館(16館)で実施す
る。

子ども青少年局

地域における
青少年育成活動への

支援

地域における青少年の育成
活動を促進するため地域団
体と連携して啓発事業を実
施する。

●関係団体に向けて、青少
年育成地域活動ガイド
(12,700冊)を作成･配布
●青少年をまもる運動で
リーフレット(33,350
冊)、ポスター(2,150枚)等
を作成・配布し、各区での
啓発活動の実施を支援
●各区で「青少年をまもる
運動」キャンペーン等の広
報啓発運動を実施（夏と冬
の年2回）
●地域の子どもたちを見守
る「世話やき活動」をはじ
め、インターネットの安心
安全な利用方法を啓発する
イベントや青少年を取り巻
く社会環境について関係者
が意見交換を行う懇談会を
実施する青少年育成市民会
議に補助金等を支給

●青少年育成地域活動ガイ
ドや各種啓発資材により、
地域活動を推進した結果、
16区全てでキャンペーン
等の啓発活動が実施される
など青少年育成地域活動の
充実をはかった。
●青少年育成に関わる行政
機関や団体などで構成する
青少年育成市民会議の活動
により、市民総ぐるみでの
青少年健全育成活動を推進
した。

☆☆☆

●地域の身近な課題として
青少年の健全育成に取り組
んでもらうため、引き続き
各種啓発資料を作成・配布
するとともに、「夏と冬の
青少年をまもる運動」等の
啓発事業を引き続き実施す
る。
●青少年育成市民会議の活
動を通じて市民総ぐるみの
青少年健全育成活動を推進
し、関係機関や団体の連
携・協力を深める。中でも
インターネット等の安心・
安全利用に係る啓発事業に
ついて重点的に実施する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
5
 
-



実績

交通安全に関する
広報・啓発

子どもを交通事故から守る
ための交通安全教育・啓発
を推進する。
登下校時における小学生の
交通安全指導及び交通安全
教室を実施する。

●園児への交通安全ワッペ
ンの配布
　77,500個
●新一年生への交通安全レ
ターの配布
　22,600枚
●交通安全教室開催実績
　812回
  152,169人
など

●各施策とも配布数、参加
人数など堅調に推移してい
る。

☆☆☆

●子どもを交通事故から守
るための交通安全教育・啓
発を推進する。
●登下校時における小学生
の交通安全指導及び交通安
全教室を実施する。

市民経済局

青色回転灯車による
パトロール活動など

の実施

安心・安全で快適なまちづ
くりを推進するため、不審
者情報に対応してパトロー
ルを実施する。

●パトロール実施
    43件

●不審者情報に対応したパ
トロールを実施した。

☆☆☆

●安心・安全で快適なまち
づくりを推進するため、不
審者情報に対応してパト
ロールを実施する。

市民経済局

登下校時における
子どもの安全を

守る活動

登下校時の安全確保に向け
た学校・保護者・地域によ
る子どもの見守り活動を推
進する。

●子ども安全ボランティア
の推進
　登録者数85,267人
●スクールガードリーダー
による巡回指導を全小学校
で実施した。
●なごやっ子あんしんメー
ル
　登録数　262,182件
（H30.3月末現在）

●子ども安全ボランティア
増員による地域の見守り活
動に対する意識が高まっ
た。
●スクールガードリーダー
による巡回指導により登下
校中の児童の安全性が高
まった。
●なごやっ子あんしんメー
ル登録により、緊急情報が
より多くの保護者に迅速に
伝わるようになった。

☆☆☆

●登下校時の安全確保に向
けた学校・保護者・地域に
よる子どもの見守り活動を
推進する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
6
 
-



　④　学びの支援

実績

男女平等参画
出張講座

若年層を対象とした男女平
等参画に関する講演会や研
修などを開催する場合に、
講師を派遣する。
テーマ（3つから選択）
・男女平等参画の基本
・セクハラ、デートDVな
ど
・女性と仕事

●男女平等出張講座
テーマ：デートＤＶ
　開催数　7回
　参加者　延べ874人

●講座を実施し、デートＤ
Ｖという言葉の認知を促進
し、理解を深めた。

☆☆☆

●出張講座
若年層を対象としたデート
DVに関する講演会や研修
などを開催する場合に、講
師を派遣する。

総務局

消費者教育の推進

発達段階に応じて、被害に
遭わない消費者、合理的意
思決定ができる自立した消
費者、社会の発展に積極的
に関与する消費者を育成す
る教育を推進する。

●大学等への消費者教育・
啓発委託事業を11校で実
施し、若者が消費者問題に
ついて学び、教育・啓発を
行う事業を実施した。
●新社会人向けに、お金や
契約に関する知識を掲載し
た啓発カレンダーを3,000
部作成した。
●こども消費者教室とし
て、幼稚園や保育園に出向
き、お金の使い方や買い物
の仕方についての教室を
21回実施した。
●子どもを対象に消費者市
民社会について学ぶ参加体
験型イベント「なごやＨＡ
ＰＰＹタウン～こどものま
ち～」を開催した（平成
29年11月3日、来場者
20,500人）。
●消費者教育コーディネー
ターを設置、小中学校等に
派遣し消費者教育の授業を
59回実施した。

●大学等への消費者教育・
啓発委託事業、新社会人向
け啓発、幼児向け啓発を継
続して実施した。
●消費者市民社会体験イベ
ント「なごやＨＡＰＰＹタ
ウン～こどものまち～」は
内容の充実を図った。
●学校における消費者教育
を教科担当の先生とともに
実施するため、消費者教育
コーディネーターの派遣を
実施した。

☆☆☆

●若者への倫理的消費（エ
シカル消費）普及啓発事業
として大学での取り組みを
7校実施する。
●こども消費者教室とし
て、幼稚園や保育園に出向
き、お金の使い方や買い物
の仕方についての教室を
20件（予定）実施する。
●消費者教育コーディネー
ターを小中学校等に10回
（予定）派遣し、消費者教
育に関連する教科担当の先
生とともに授業を実施す
る。

市民経済局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
7
 
-



実績

少人数教育(複)

児童一人一人に、きめ細か
な指導を行い、学校生活へ
の適応をはかるため、少人
数学級を実施する。また一
つの学級を少人数集団に分
けて指導するなど、一人一
人にきめ細かな指導を実施
する。

●少人数学級
　小学校1・2年生の30人
学級、中学校1年生の35人
学級を本務教員により実施
●少人数指導
　全小・中学校で実施
　　非常勤講師配置
　　　小　262人
　　　中　167人

●29年度の実施報告書に
おける学習状況や学習態度
の五段階評価の平均値は
4.4
●継続して実施することが
でき、目標を達成した。

☆☆☆

●児童一人一人に、きめ細
かな指導を行い、学校生活
への適応をはかるため、少
人数学級を実施する。また
一つの学級を少人数集団に
分けて指導するなど、一人
一人にきめ細かな指導を実
施する。

教育委員会

学習指導支援
講師の配置(複)

基礎的な学習から発展的な
学習まで、幅広い児童生徒
に対する学習支援を実施す
る。

●小・中学校80校に配置
した。

●小・中学校80校に配置
した。

☆☆☆

●基礎的な学習から発展的
な学習まで、幅広い児童生
徒に対する学習支援を実施
する。

教育委員会

ＩＣＴ教育の充実(複)

学習用のＩＣＴ機器を充実
するとともに、児童生徒の
学習への意欲を高め、基礎
的な知識及び思考力・判断
力・表現力を育てる探求型
授業を展開する。

●小学校、中学校、特別支
援学校各1校をモデル校と
して、日常的にタブレット
等のＩＣＴ機器を利用でき
る環境を整え、教育効果の
検証を行った。

●検証校で実証的な検証を
進めた結果、日常的にＩＣ
Ｔ機器を利用できる環境は
児童生徒の学習に有効で
あった。

☆☆☆

●学習用のＩＣＴ機器を充
実するとともに、授業にお
ける教育効果の検証を進め
る。

教育委員会

魅力ある
市立高等学校づくり

(複)

学科・コースの新設や理数
教育、外国語教育、産官学
の連携など、更なる取組み
を推進し、生徒・保護者の
ニーズに対応したより魅力
ある市立高等学校をめざ
す。

●向陽高校「国際科学科」
及び北高校「国際理解コー
ス」開設3年目。
●工業高校・工芸高校にお
けるデュアルシステムの実
施。

●昨年度の取り組みに加
え、向陽高校では、大学・
企業との連携拡充、海外研
修旅行や研究成果発表など
の先進的な理数教育を推進
した。また、北高校では、
ＩＣＴを活用した海外との
交流活動などを実施した。
●工業高校・工芸高校にお
いては、学校での学習と企
業での長期研修を組み合わ
せたデュアルシステムを実
施した。

☆☆☆

●向陽高校国際科学科等の
生徒の海外研修を行うなど
してグローバル人材の育成
を行う。また、工業科生徒
をドイツ派遣して、世界に
通用する職業人を育成す
る。さらに、名古屋市教育
基金への寄附協力を募る。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
8
 
-



　⑤　多様な交流と体験の支援

実績

トワイライト
スクール(複)

放課後等に小学校施設を活
用し、遊び、学び、体験や
交流を実施する。

●実施219校
●延べ参加人数
　2,135,948人
●参加人数
（１日1校あたり）33.9人
●参加申込率 53.3％
（平成30年3月末）

●放課後施策を全小学校で
実施した。（トワイライト
ルームを含む）

☆☆☆
●放課後等に小学校施設を
活用し、遊び、学び、体験
や交流を実施する。

子ども青少年局

｢わくわくキッズナビ｣
による情報提供

子どもの体験活動を促進す
るため、イベントや施設な
どの情報をホームページや
情報誌により提供する。

●情報紙発行部数
　162,000部
●アクセス件数
　１日533件

●小中学生のいるすべての
家庭に情報誌を配布するこ
とにより、小中学生の体験
活動への参加促進をはかっ
た。

☆☆☆

●情報誌の発行
　市内小中学校・特別支援
学校に在籍する全世帯及び
各施設に配布する。
●ホームページによる情報
提供を行う。

子ども青少年局

子ども会活動への
支援(複)

異年齢の子ども同士の交流
や、多様な体験活動を行う
子ども会活動を支援する。

●16区・195学区・
2,026単位子ども会に対し
助成
●子ども会リーダー養成を
目的とし、各区で実施され
たリーダー養成事業に対し
助成
●子ども会の活性化に向け
た支援策について、他都市
の状況や事例の調査を実施

●区、学区、単位子ども会
の子ども会活動、区の子ど
も会が実施するリーダー養
成事業へ助成することによ
り、子どもの社会性を養
い、健全な育成に寄与し
た。
●他都市調査を実施する
等、子ども会の活性化に向
けた支援策について検討し
た。

☆☆☆

●スポーツ・レクリエー
ション活動、奉仕的活動、
季節行事、指導者養成事業
及びリーダー養成事業を行
う各子ども会に対し補助金
を支給する。

子ども青少年局

児童館における
子どもの育成(複)

18歳未満の子どもを対象
に、遊びを通して健康増進
や、情操を育むための各種
事業を実施する。

●利用者数662,094人
●自主的な遊び場の提供、
季節行事や伝承遊びなどの
各種行事、子育て家庭を対
象とした交流事業・相談・
援助、移動児童館、中学生
の学習支援事業等を実施

●自主的な遊び場の提供、
季節行事や伝承遊びなどの
各種行事や移動児童館、中
学生の学習支援事業等を実
施することにより、子ども
の育成に寄与した。

☆☆☆

●自主的な遊び場の提供、
季節行事や伝承遊びなどの
各種行事、子育て家庭を対
象とした交流事業・相談・
援助、中高生の居場所づく
り、移動児童館、中学生の
学習支援事業等を実施す
る。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
1
9
 
-



実績

名古屋少年少女
発明クラブの運営

小中学生を対象に、科学技
術やものづくりに関心を持
つ人材を育成するため、名
古屋市科学館を事業拠点と
して、ものづくり教室など
を実施する。

●以下の事業を実施した。
①ものづくり教室（デリバ
リー）事業
　参加者　 147人
　開催日数  8日間×6会場
②夏休みちょこっとデリバ
リー教室
　参加者　　 47人
　開催日数　3日間
③子ども航空宇宙教室
　参加者　  143人
　開催日数
      2日間×3コース
④科学ものづくり自由創作
教室
　参加者　　 18人
　開催日数　9日間
⑤ものづくり教室（ロボッ
ト体験）事業
　参加者延べ　  944人
　開催日数延べ　45 日
⑥競技会参加（ロボカップ
ジュニア）事業
　参加者延べ　147人
⑦ものづくりチャレンジ教
室事業
　参加者延べ　11,337人
　開催日数延べ　  165日

●なごや・サイエンス・ひ
ろばや世界青少年発明工夫
展2017への出展、パンフ
レットやパネル等による広
報に努め、活動の認知度を
向上することができた。
●参加希望者の増加を受
け、臨時の教室を開催し、
より多くの子どもたちに参
加の機会を提供することが
できた。

☆☆☆

●小中学生を対象に、科学
技術やものづくりに関心を
持つ人材を育成するため、
ものづくり教室などを実施
する。
●参加希望者の増加傾向を
受け、定員増加や教室新設
により事業全体の定員を拡
充する。

市民経済局
教育委員会

文化センターにおける
子育ての支援および

児童福祉の増進

地域の子育て世帯の交流を
すすめるとともに、児童の
福祉増進をはかるため、児
童・親子向け事業を実施す
るとともに、関係機関など
との連携を推進する。

●学習相談、「親子で楽し
むお話し会」など児童・親
子向け各種事業を実施
●西文化センター
　342回、2,798人
●中文化センター
　244回、2,590人

●より多くの参加者がある
よう、事業内容に工夫を凝
らした各種教室や映画会、
学習相談などを実施すると
ともに、関係機関などと連
携を推進した。

☆☆☆

●地域の子育て世帯の交流
をすすめるとともに、児童
の福祉増進をはかるため、
児童・親子向け事業を実施
するとともに、関係機関な
どとの連携を推進する。

市民経済局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
0
 
-



実績

環境学習の推進

自然とのふれあいなどの体
験的な学習活動を通して環
境を大切にする心を育む講
座を始め、エコパルなごや
で子どもたちを対象にした
総合的、体験的な環境学習
を行う。

●エコパルなごや来館者
（利用者）
　27,940人
●なごや環境大学子ども向
け講座数
　75講座

●来館者（利用者）数は横
ばい状況だが、小中学校の
利用者数が増加した。
●これまで培ってきた人と
のつながりや経験・ノウハ
ウを活かして、主催講座の
実施や環境デーなごや、エ
コプロ2017に出展し、よ
り多くの方になごや環境大
学を知っていただく事業を
展開した。

☆☆☆

●リニューアルを契機に、
バーチャルスタジオや展示
室などで、より効果的な環
境学習プログラムを展開す
るとともに、新たな映像プ
ログラムを制作し、小中学
校を中心に環境学習をより
一層推進する。
●「なごや環境大学」によ
り、子どもを含む市民各層
や事業者の環境学習を幅広
く推進するとともに、互い
に連携しながら、持続可能
な社会の構築をめざす。

環境局

なごやエコキッズの
推進

幼稚園・保育所において、
園児の環境に対する感性を
育むとともに、園児の家庭
のライフスタイルを環境に
やさしいものへ転換するた
めの、園と家庭が一体と
なって環境保全に取組む仕
組みづくりを行う。

●名古屋市内の幼稚園・保
育所で実施
　実施した幼稚園・保育所
数　525園
●環境サポーターの派遣や
教材の作成・配布、環境情
報の提供
　環境サポーターの派遣数
　312件、728人
●エコキッズ実施園による
イベント出演を行った。

●環境サポーター養成講座
を実施し、担い手の育成に
取り組むと共に、交流会を
開催し、サポーターの質的
向上に取り組んだ。

☆☆☆

●幼稚園・保育所におい
て、園児の環境に対する感
性を育むとともに、園児の
家庭のライフスタイルを環
境にやさしいものへ転換す
るための、園と家庭が一体
となって環境保全に取組む
仕組みづくりを行う。

環境局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
1
 
-



実績

なごやエコスクールの
推進

学校において、児童生徒の
主体的な環境保全に関する
取組みの実践と、児童生徒
自ら振り返り改善していこ
うとする姿勢を育むための
仕組みづくりを行う。

●名古屋市内の小学校・中
学校・高等学校・特別支援
学校等で実施
　実施校数　397校
●環境サポーターの派遣や
出前授業の提供、環境情報
の提供など
　環境サポーターの派遣数
　75件、163人
●トワイライトスクールへ
の環境サポーターの派遣数
　11件、30人

●環境サポーター養成講座
を実施し、担い手の育成に
取り組むと共に、交流会を
開催し、サポーターの質的
向上に取り組んだ。
●エコキッズ、エコスクー
ルに限られていた活動の場
を、トワイライトスクール
にも広げた。

☆☆☆

●学校において、児童生徒
の主体的な環境保全に関す
る取組みの実践と、児童生
徒自ら振り返り改善してい
こうとする姿勢を育むため
の仕組みづくりを行う。

環境局

「みんなで覚えよう
応急手当」講習の実施

夏休み期間中に、小中学生
を対象にした普通救命講習
等を開催する。

●小学生　4回実施
　70人受講
●中学生　4回実施
　31人受講

●5年間を通じて小学生は
287人、中学生は145人
の受講があり、定員の
84％（目標90％）の受講
者であった。

☆☆
●夏休み期間中に、小中学
生を対象にした普通救命講
習等を開催する。

消防局

部活動の振興

教員指導者がいなくても部
活動を指導できる「部活動
顧問派遣事業」や、教員指
導者を補助する「部活動外
部指導者派遣事業」の実施
により、部活動を推進す
る。

●中学校への部活動顧問派
遣部数　161部
●小学校への部活動顧問派
遣部数　  13部
●外部指導者派遣回数
　小学校   2,498回
　中学校　15,491回

●派遣を希望している全て
の部活動へ外部指導者を派
遣した。

☆☆☆

●中学校への部活動顧問派
遣部数の拡充
　160部→208部
●中学校への外部指導者派
遣回数　16,485回

教育委員会

地域ジュニア
スポーツクラブの

設立支援

地域で子どもがスポーツに
親しめる環境を整備するた
め、地域ジュニアスポーツ
クラブを育成する。

●設置学区数
　174学区

●未設置学区へ働きかけを
行い、5学区増加した。

☆☆☆
●未設置学区への働きかけ
を行うとともに、引き続き
設置を支援する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
2
 
-



実績

土曜学習の推進(複)

子どもたちが学校の教科学
習で学んだ知識・技能を実
際に生かし、学ぶ意義を見
出すために、実生活でさま
ざまな課題を見つけ、その
解決について学ぶ体験学習
の充実をはかる。

●20小学校区において実
施

●土曜学習実施校が、前年
度より4小学校区増加し
た。

☆☆☆

●子どもたちが学校の教科
学習で学んだ知識・技能を
実際に生かし、学ぶ意義を
見出すために、実生活でさ
まざまな課題を見つけ、そ
の解決について学ぶ体験学
習の充実をはかる。

教育委員会

学校における
環境教育の推進

環境デーの前後１週間を環
境学習ウィークと位置付
け、各学校で創意工夫され
た環境学習や自然観察、体
験活動などを実施する。

●小学校・中学校・特別支
援学校全校で実施

●環境デーの前後１週間を
環境学習ウィークと位置付
け、各学校に取組みを促し
た。創意工夫された環境学
習や自然観察、体験活動な
どが実施された。

☆☆☆

●環境デーの前後１週間を
環境学習ウィークと位置付
け、各学校で創意工夫され
た環境学習や自然観察、体
験活動などを実施する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
3
 
-



　⑥　次世代を担う若者が困難な状況に陥ることを防ぎ、自立していくための支援

実績

青少年交流プラザ
（ユースクエア）に

おける事業推進

青少年の社会との関わり方
の度合いに応じて育成する
総合的な支援プログラムに
基づき、青少年の自立支援
や社会参加・参画活動を促
進する取組みを実施する。

●社会参加・参画に関わる
事業
   350回実施
●企画・参加青少年数
   3,889人

●青少年の社会との関わり
方の度合いに応じて育成す
る「総合支援プログラム」
に基づき、青少年自らの企
画・運営による事業の実施
や区民まつりなど地域活動
への貢献等を促進すること
で、青少年の主体性や社会
性の育成をはかった。

☆☆☆

●以下の取組みを行う。
・青少年が求める情報の多
角的収集と効果的な情報発
信
・本館・分館の資源、機能
を生かした一体的、総合的
な事業の推進
・青少年の育成・支援の循
環を図る機会の提供

子ども青少年局

子どもが主体的に
参画する場づくり

子どもの自主性や社会性を
身につける事業（「子ども
のまち」など）を推進す
る。

●なごや☆こどもＣｉｔｙ
2017
（平成29年11月4日～5
日開催）
　来場者数　1,130人

●子どもの社会参画の推進
を目的に子どものまち事業
を実施。29年度において
も、28年度に引続き公募
による委託事業にて実施
し、委託事業者のノウハウ
を活かし、子どもの主体性
や社会性を育成した。

☆☆☆

●公募による事業委託と
し、開催日数2日間で行
う。
(時期：12月23日～24
日、場所：日本ガイシ
フォーラム)

子ども青少年局

学生タウンなごや
の推進

（H29に「ナゴ校に
よる学生タウンなごや
の推進」から名称変

更）

「若い世代が、学び、遊
び、働けるまち」を実現
し、学生から選ばれるまち
づくりをすすめるため、学
生タウンなごやを推進す
る。

●「ナゴ校」における連
携・協働事業の件数
　30件

●学生共同活動拠点「N-
base」の月間利用者数
　185人/月

●「ナゴ校」において、企
業や行政など多様な主体と
の連携・協働事業を実施し
た。

●学生共同活動拠点「N-
base」において、学生の自
発的な活動を支援した。

☆☆☆

●平成27年度に策定した
「学生タウンなごや推進ビ
ジョン」に基づき、引き続
き「若い世代が学び、遊
び、働けるまち」を実現
し、学生から選ばれるまち
づくりをすすめるため、学
生タウンなごやを推進す
る。

総務局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
4
 
-



実績

若者の就労支援の
推進

就労意欲のある若者をはじ
めとする働きたい方と、人
を求める企業との効果的な
マッチングなどをはかり、
就労支援を推進する。

●なごやジョブサポートセ
ンターの運営
　10代～30代支援対象者
数777人・就職決定者数
264人
●労働法基礎出前講座
　3校306人

●就労意欲のある若者をは
じめとする働きたい方に、
個々に合わせたきめ細かな
就職相談を行うなど、就労
支援を推進することができ
た。
●学生等に、労働法令等に
関する理解の増進をはかる
ことができた。

☆☆☆

●就労意欲のある若者をは
じめとする働きたい方と、
人を求める企業との効果的
なマッチングなどをはか
り、就労支援を推進する。

市民経済局

キャリア教育の推進

子どもの針路を応援し、社
会的・職業的自立に向けた
能力や態度を育て、自分ら
しい生き方を実現していく
子どもを育てるため、小中
学校９年間を通した系統的
なカリキュラムを策定し、
モデル校において実践・検
証を実施するとともに、高
等学校においては、大学・
企業との連携促進や就業体
験学習を充実する。

●小中学校9年間を通した
系統的なカリキュラムの検
討
●全高等学校で実施
●専門学科を有する6校の
2年生と他の学年の希望
者、及び普通科高等学校の
希望者とでインターンシッ
プを実施

●学習指導要領改訂に伴う
新カリキュラムの調査・研
究
●インターンシップ参加者
が増加し、就労への目的意
識や望ましい勤労観・職業
観を育成する一助となって
いる。
●全高等学校で実施でき、
目標を達成した。

☆☆☆

●子どもの針路を応援し、
社会的・職業的自立に向け
た能力や態度を育て、自分
らしい生き方を実現してい
く子どもを育てるため、小
中学校９年間を通した系統
的な新カリキュラムを検討
する。
●学校、家庭及び地域にお
ける学習が生活の見通しを
立て、学んだことを振り返
りながら、児童生徒が活動
を記録・蓄積した教材等の
活用を促進する。
●高等学校においては、大
学・企業との連携促進や就
業体験学習を充実する。

教育委員会

思春期保健事業(複)

思春期の子どもたちの心身
両面の健康づくりを支援す
るため、保健所が学校や関
係機関と連携をはかり、健
康教育や相談を実施する。

●思春期セミナー
　開催回数　     285回
　参加者数　27,291人

●健康教育や相談の実施に
より、思春期における心身
両面の健康づくりを推進
し、子どもたちの健やかな
育ちを支援した。

☆☆☆
●引き続き、学校等と連携
をはかり実施する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
5
 
-



実績

青少年の
居場所づくり(複)

青少年が気軽に安心して過
ごせる居場所を確保するこ
とで、人や社会と関わりな
がら、自分らしく自主的に
活動できるよう支援する。

●青少年交流プラザにおい
て、青少年が気軽に立ち寄
り安心して過ごせるような
居場所づくりの環境の整備
を継続し、青少年交流プラ
ザ分館等、様々な施設を活
用し、居場所づくりを実施
した。
●児童館における居場所づ
くりを全館(16館)で実施し
た。

●青少年交流プラザを居場
所として利用する青少年が
増加したほか、青少年交流
プラザ分館や児童館などの
場所においても居場所づく
りを実施することにより、
幅広く青少年の交流をはか
るための活動を支援した。

☆☆☆

●青少年交流プラザにおい
て、青少年が気軽に居場所
に参加できる環境を整備す
るとともに、青少年が居場
所づくり事業の企画から運
営までを行えるよう支援す
る。
●青少年交流プラザが生涯
学習センターや児童館と連
携した多様な場所での居場
所づくりを実施し、青少年
の交流をはかるための活動
を支援する。
●児童館における居場所づ
くりを全館(16館)で実施す
る。

子ども青少年局

トワイライト
スクール(複)

放課後等に小学校施設を活
用し、遊び、学び、体験や
交流を実施する。

●実施219校
●延べ参加人数
　2,135,948人
●参加人数
（１日1校あたり）33.9人
●参加申込率 53.3％
（平成30年3月末）

●放課後施策を全小学校で
実施した。（トワイライト
ルームを含む）

☆☆☆
●放課後等に小学校施設を
活用し、遊び、学び、体験
や交流を実施する。

子ども青少年局

子ども会活動への
支援(複)

異年齢の子ども同士の交流
や、多様な体験活動を行う
子ども会活動を支援する。

●16区・195学区・
2,026単位子ども会に対し
助成
●子ども会リーダー養成を
目的とし、各区で実施され
たリーダー養成事業に対し
助成
●子ども会の活性化に向け
た支援策について、他都市
の状況や事例の調査を実施

●区、学区、単位子ども会
の子ども会活動、区の子ど
も会が実施するリーダー養
成事業へ助成することによ
り、子どもの社会性を養
い、健全な育成に寄与し
た。
●他都市調査を実施する
等、子ども会の活性化に向
けた支援策について検討し
た。

☆☆☆

●スポーツ・レクリエー
ション活動、奉仕的活動、
季節行事、指導者養成事業
及びリーダー養成事業を行
う各子ども会に対し補助金
を支給する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
6
 
-



実績

児童館における
子どもの育成(複)

18歳未満の子どもを対象
に、遊びを通して健康増進
や、情操を育むための各種
事業を実施する。

●利用者数662,094人
●自主的な遊び場の提供、
季節行事や伝承遊びなどの
各種行事、子育て家庭を対
象とした交流事業・相談・
援助、移動児童館、中学生
の学習支援事業等を実施

●自主的な遊び場の提供、
季節行事や伝承遊びなどの
各種行事や移動児童館、中
学生の学習支援事業等を実
施することにより、子ども
の育成に寄与した。

☆☆☆

●自主的な遊び場の提供、
季節行事や伝承遊びなどの
各種行事、子育て家庭を対
象とした交流事業・相談・
援助、中高生の居場所づく
り、移動児童館、中学生の
学習支援事業等を実施す
る。

子ども青少年局

両親学級
（パパママ教室）(複)

妊婦やその家族を対象に、
妊娠・出産・育児に関する
健康教育、相談等を実施す
る。

●共働きカップルのための
パパママ教室
　開催回数　72回
　参加人数　2,594人

●共働きカップルのための
パパママ教室を開催するこ
とにより、知識の普及や出
産・育児の不安軽減をは
かった。

☆☆☆

●妊婦やその家族を対象に
妊娠・出産・育児に関する
健康教育、相談等を実施す
る。

子ども青少年局

少人数教育(複)

児童一人一人に、きめ細か
な指導を行い、学校生活へ
の適応をはかるため、少人
数学級を実施する。また一
つの学級を少人数集団に分
けて指導するなど、一人一
人にきめ細かな指導を実施
する。

●少人数学級
　小学校1・2年生の30人
学級、中学校1年生の35人
学級を本務教員により実施
●少人数指導
　全小・中学校で実施
　　非常勤講師配置
　　　小　262人
　　　中　167人

●29年度の実施報告書に
おける学習状況や学習態度
の五段階評価の平均値は
4.4
●継続して実施することが
でき、目標を達成した。

☆☆☆

●児童一人一人に、きめ細
かな指導を行い、学校生活
への適応をはかるため、少
人数学級を実施する。また
一つの学級を少人数集団に
分けて指導するなど、一人
一人にきめ細かな指導を実
施する。

教育委員会

学習指導支援
講師の配置(複)

基礎的な学習から発展的な
学習まで、幅広い児童生徒
に対する学習支援を実施す
る。

●小・中学校80校に配置
した。

●小・中学校80校に配置
した。

☆☆☆

●基礎的な学習から発展的
な学習まで、幅広い児童生
徒に対する学習支援を実施
する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
7
 
-



実績

ＩＣＴ教育の充実(複)

学習用のＩＣＴ機器を充実
するとともに、児童生徒の
学習への意欲を高め、基礎
的な知識及び思考力・判断
力・表現力を育てる探求型
授業を展開する。

●小学校、中学校、特別支
援学校各1校をモデル校と
して、日常的にタブレット
等のＩＣＴ機器を利用でき
る環境を整え、教育効果の
検証を行った。

●検証校で実証的な検証を
進めた結果、日常的にＩＣ
Ｔ機器を利用できる環境は
児童生徒の学習に有効で
あった。

☆☆☆

●学習用のＩＣＴ機器を充
実するとともに、授業にお
ける教育効果の検証を進め
る。

教育委員会

魅力ある
市立高等学校づくり

(複)

学科・コースの新設や理数
教育、外国語教育、産官学
の連携など、更なる取組み
を推進し、生徒・保護者の
ニーズに対応したより魅力
ある市立高等学校をめざ
す。

●向陽高校「国際科学科」
及び北高校「国際理解コー
ス」開設3年目。
●工業高校・工芸高校にお
けるデュアルシステムの実
施。

●昨年度の取り組みに加
え、向陽高校では、大学・
企業との連携拡充、海外研
修旅行や研究成果発表など
の先進的な理数教育を推進
した。また、北高校では、
ＩＣＴを活用した海外との
交流活動などを実施した。
●工業高校・工芸高校にお
いては、学校での学習と企
業での長期研修を組み合わ
せたデュアルシステムを実
施した。

☆☆☆

●向陽高校国際科学科等の
生徒の海外研修を行うなど
してグローバル人材の育成
を行う。また、工業科生徒
をドイツ派遣して、世界に
通用する職業人を育成す
る。さらに、名古屋市教育
基金への寄附協力を募る。

教育委員会

土曜学習の推進(複)

子どもたちが学校の教科学
習で学んだ知識・技能を実
際に生かし、学ぶ意義を見
出すために、実生活でさま
ざまな課題を見つけ、その
解決について学ぶ体験学習
の充実をはかる。

●20小学校区において実
施

●土曜学習実施校が、前年
度より4小学校区増加し
た。

☆☆☆

●子どもたちが学校の教科
学習で学んだ知識・技能を
実際に生かし、学ぶ意義を
見出すために、実生活でさ
まざまな課題を見つけ、そ
の解決について学ぶ体験学
習の充実をはかる。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
8
 
-



施策２　すべての子育て家庭への支援

　①　安心して子どもを生み、親として成長することへの支援

実績

不妊・不育に
かかる支援

不妊に関する心理的・経済
的負担を軽減するため、不
妊治療に要する費用の一部
助成や、不育に関する専門
相談窓口を設置し不安の軽
減をはかるとともに、不
妊・不育に関する正しい知
識を広く啓発する。

●特定不妊治療費助成事業
　助成件数　3,307件
●一般不妊治療費助成事業
　助成件数　879件

●不妊治療に要する費用の
一部を助成することによ
り、不妊に悩む夫婦の経済
的負担の軽減をはかった。
●妊娠、出産及び不妊に関
する正しい知識の啓発のた
めのイベント・講演会を実
施した。

☆☆☆

●引き続き、不妊に関する
経済的負担を軽減するた
め、不妊治療に要する費用
の一部を助成する。（一般
不妊治療費助成事業）
●本市独自の上乗せ助成を
行い、更なる経済的負担の
軽減を図る。（特定不妊治
療費助成事業）
●引き続き、妊娠、出産及
び不妊についての正しい知
識の啓発のために講演会を
実施する。

子ども青少年局

両親学級
（パパママ教室）(複)

妊婦やその家族を対象に、
妊娠・出産・育児に関する
健康教育、相談等を実施す
る。

●共働きカップルのための
パパママ教室
　開催回数　72回
　参加人数　2,594人

●共働きカップルのための
パパママ教室を開催するこ
とにより、知識の普及や出
産・育児の不安軽減をは
かった。

☆☆☆

●妊婦やその家族を対象に
妊娠・出産・育児に関する
健康教育、相談等を実施す
る。

子ども青少年局

妊婦健康診査

妊婦の健康管理の充実と経
済的負担の軽減をはかるた
め、14回分の健康診査に
ついて公費負担する。

●助成回数　14回分/人
●受診件数　249,505件

●妊婦の健康管理の充実と
経済的負担の軽減をはかる
ため、14回分の健康診査
について公費負担した。

☆☆☆
●引き続き、14回分の健
康診査について公費負担す
る。

子ども青少年局

【H29に事業追加】
産婦健康診査

産後うつの予防など、産後
の初期段階における母子に
対する支援を強化するた
め、2回分の健康診査につ
いて公費負担する。

●受診件数　31,923件

●産後間もない時期の産婦
に対する健康診査について
公費負担を行うことによ
り、産後うつの予防など、
産後の初期段階における母
子に対する支援を充実させ
た。

☆☆☆

●産後うつの予防など、産
後の初期段階における母子
に対する支援を強化するた
め、2回分の健康診査につ
いて公費負担する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
2
9
 
-



実績

妊産婦歯科診査

妊娠中に1回、出産後1年
以内に1回、歯科診査を行
い、妊産婦の健康の保持増
進をはかる。

●妊婦　 8,274件
●産婦 　6,509件

●妊娠中に1回、出産後1
年以内に1回の歯科診査を
実施することにより、妊産
婦の健康保持をはかった。

☆☆☆
●引き続き、妊娠中に1
回、出産後1年以内に1回
の歯科診査を実施する。

子ども青少年局

産前・産後
ヘルプ事業

妊娠中又は出産後の体調不
良等により、家事又は育児
が困難で、かつ昼間に介助
者がいない場合に、ヘル
パーを派遣し、家事又は育
児の援助を行う。

●実派遣人数　　755人
●延派遣時間数
　　　　　21,704時間

●妊娠中及び出産後の体調
不良等により家事又は育児
が困難な方へヘルパーを派
遣することにより、産婦の
身体的、精神的負担を軽減
を図った。

☆☆☆

●妊娠中又は出産後の体調
不良等により、家事又は育
児が困難で、かつ昼間に介
助者がいない場合に、ヘル
パーを派遣し、家事又は育
児の援助を行う。

子ども青少年局

【H28に事業追加】
妊娠・出産期
サポーター

妊娠期からの切れ目のない
支援を充実させるため、保
健所に嘱託職員を配置し、
妊娠期に重点を置いた支援
を行うことにより、すべて
の妊産婦が安心感を持って
妊娠・出産期を過ごし、安
心して子どもを産み育てる
ことができる環境づくりを
目指す。

●22名配置

●各16区保健所及び保健
所分室に、保健師等の専門
職を計22名配置し、妊娠
期に重点を置いた支援を実
施した。

☆☆☆

●引き続き、各16区保健
センター及び保健センター
分室に、保健師等の専門職
を配置し、妊娠期に重点を
置いた支援を行う。

子ども青少年局

子育て総合相談窓口

子育ての不安を軽減するた
め、保健所において、子育
てに関するさまざまな相談
と育児支援を実施する。

●相談件数　73,556件

●相談内容に応じて、相談
者のニーズに合った情報提
供や支援を行い、子育ての
不安を軽減した。

☆☆☆

●子育て世代包括支援セン
ターの位置づけであること
を明示し、引き続き、地域
の身近な相談窓口として、
相談・育児支援を実施す
る。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
0
 
-



実績

子どもあんしん
電話相談事業

夜間の子どもの急な発熱や
事故などの場合に、家庭で
の応急手当や見守り方、医
療機関への受診の必要性な
どについて、看護師などに
よる電話相談を実施する。

●相談件数　9,884件

●夜間の急な発熱や事故な
どの場合に、看護師などに
よる電話相談を実施し、子
育ての不安の軽減をはかっ
た。

☆☆☆

●夜間の子どもの急病や事
故などの場合に、家庭での
応急手当の方法等につい
て、看護師等による電話相
談を実施する。
●啓発物を作成し、制度周
知を行う。

子ども青少年局

食育実践支援

妊産婦や子どもの望ましい
食習慣の定着をはかるとと
もに、食事に対する不安を
軽減するため保健所におい
て栄養指導や相談を実施す
る。

●妊産婦食教室　219回
●離乳食教室　197回
●幼児食教室　51回

●妊産婦、乳幼児とその保
護者に発育・発達に応じた
食事について栄養教育や相
談等の充実をはかった。

☆☆☆
●妊産婦、乳幼児の食事に
ついて栄養教育や相談等を
実施する。

子ども青少年局

保健所による
地域子育て活動の

支援

子どもの発達や健康課題に
応じた子育て支援の教室や
地域の子育て活動の育成並
びに地域づくりのための活
動支援を実施する。

●子育て教室
　開催回数　 2,186回
　参加人数　34,844人

●多胎児や障害児をもつ親
を対象とするなど、子ども
の発育発達や健康課題に応
じた育児支援を実施した。

☆☆☆

●引き続き、地域との調
整・連携をはかり、子ども
の発育発達や健康課題に応
じた効果的な育児支援を実
施する。

子ども青少年局

保育案内人の配置

保育所等に入所を希望する
保護者に対して、多様な保
育サービスの内容や幼稚園
などの情報を幅広く提供
し、個々のニーズに即して
きめ細やかに子育て家庭を
支援する。

●22か所

●保育にかかる丁寧な相談
や案内、待機児童にかかる
アフターフォロー等を行っ
た。

☆☆☆
●22か所で継続実施す
る。

子ども青少年局

「親学」の推進

家庭教育セミナーなどで、
親としてのあり方や子ども
とともに成長する楽しさな
どについて学ぶ「親学」を
展開する。

●全市立幼・小・中・特別
支援学校ＰＴＡで家庭教育
セミナーを実施
　参加者数　16,530人

●全市立幼・小・中・特別
支援学校ＰＴＡで家庭教育
セミナーを実施し、29年
度目標を達成した。

☆☆☆

●家庭教育セミナーなど
で、親としてのあり方や子
どもとともに成長する楽し
さなどについて学ぶ「親
学」を展開する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
1
 
-



実績

幼児期家庭教育
支援事業

「幼稚園の子どもたち」の
発行や市立幼稚園で相談事
業などを実施する。

●全園で家庭教育相談事業
の実施
　参加者数　179人

●全園で家庭教育相談事業
を実施し29年度目標を達
成した。

☆☆☆
●「幼稚園の子どもたち」
の発行や市立幼稚園で相談
事業などを実施する。

教育委員会

「家庭の日」
普及啓発事業

毎月第3日曜日の「家庭の
日」を普及促進するため、
小中学生へのポスター・作
文募集などを実施する。
ファミリーデーなごやを実
施する。

●「家庭の日」普及促進の
ため、小中学生へのポス
ター・作文募集等を実施
　ポスター　1,906点
　作文　161点応募
●ファミリーデーなごやの
実施
　参加者数 延べ29,000人

●ポスター・作文募集事業
やファミリーデーなごやの
実施により「家庭の日」普
及促進に努めた。

☆☆☆

●毎月第3日曜日の「家庭
の日」を普及促進するた
め、小中学生へのポス
ター・作文募集などを実施
する。
●ファミリーデーなごやを
実施する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
2
 
-



　②　子どもの虐待を未然に防ぐための取組み

実績

名古屋市児童を
虐待から守る
条例の推進

「名古屋市児童を虐待から
守る条例」によって児童虐
待防止推進月間として定め
る５月、１１月を中心に、
児童虐待防止の講演会、オ
レンジリボンキャンペーン
などの広報・啓発等を実施
する。

●全国的な11月の月間と
ともに、条例で定める本市
独自の5月の児童虐待防止
推進月間において、幅広く
広報・啓発等を実施
●名古屋市児童養護連絡協
議会と共催で「オレンジリ
ボンたすきリレー」等の
キャンペーンを実施
●一般市民向け啓発リーフ
レットのほか新小学校1年
生向けリーフレットを作
製・配布
●各区役所において5月・
11月の児童虐待防止推進
月間中の広報・啓発を独自
に企画・実施
●主に若い世代に向けて子
育て支援アプリや名古屋市
公式ＬＩＮＥ等の各種電子
媒体を活用した広報・啓発
を実施

●啓発イベントの実施によ
り、全国的な11月に加
え、名古屋市独自の5月の
児童虐待防止推進月間を広
く市民にＰＲすることがで
きた。
●民間企業・団体の協力を
得ながら子どもに関係の深
い機関等における広報啓発
や各種電子媒体を活用した
広報・啓発、虐待の被害を
受けやすい小学生に直接、
啓発リーフレットを配布す
ることで、早期発見、早期
対応に向けた取組みを実施
した。
●各区で特色ある啓発イベ
ントや講座・講演会が実施
され、地域での児童虐待防
止に貢献した。

☆☆☆

●児童虐待の早期発見、早
期対応を図るため、「名古
屋市児童を虐待から守る条
例」によって児童虐待防止
推進月間として定める５
月、１１月を中心に、児童
虐待防止の講演会、オレン
ジリボンキャンペーンなど
の広報・啓発等を実施す
る。

子ども青少年局

なごやすくすく
ボランティア事業

児童虐待の予防のための見
守りなど、地域全体で子育
て家庭を支援する「なごや
すくすくボランティア」を
養成する。また、その中か
ら意欲のある方を「名古屋
市すくすくサポーター」と
して登録し、市や地域が実
施する子育て支援活動に派
遣する。

●地域における子育て支援
として、名古屋市すくすく
サポーターを登録・派遣
　登録　291人
　派遣　638回、
　　延べ　1,056人

●なごやすくすくボラン
ティア及びサポーターの養
成等を行うことで、地域で
子育て支援家庭を見守る機
運の醸成を図った。

☆☆☆

●なごやすくすくボラン
ティア養成講座を実施す
る。
●名古屋市すくすくサポー
ター登録者数の増加
●名古屋市すくすくサポー
ターの子育て支援活動への
派遣の増加

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
3
 
-



実績

児童虐待防止のための
子育て練習講座

地域の相談支援拠点を指定
し、すべての子育て家庭を
対象に、子育て中の虐待に
つながるリスクを減らすた
めの講座を実施する。

●保護者向け
　実施回数　6回
　参加者　   79人
●支援スタッフ向け
　実施回数　2回
　参加者　   48人

●子育て支援拠点及びエリ
ア支援保育所において保護
者向けに子育て練習講座を
実施するとともに、支援ス
タッフ向けにも講座を実施
し、相談対応能力の向上を
図った。

☆☆☆

●一般の子育て家庭向けに
加え、子育て支援スタッフ
向けにも子育て練習講座を
実施するとともに、トレー
ナー養成にも取り組む。

子ども青少年局

なごやっ子ＳＯＳ

児童虐待に関することのみ
ならず、子育てに関する悩
みや不安に関する相談を、
電話により２４時間・３６
５日の体制で受け付ける電
話相談事業を実施する。

●24時間365日体制の事
業実施
　相談件数　3,450件

●24時間365日体制で事
業を実施し、子どもや子育
て、児童虐待についての相
談に対応した

☆☆☆
●24時間365日体制で事
業を実施する。

子ども青少年局

教員研修の充実と
児童相談所などとの

密接な連携

学校の教員に対して児童虐
待に関する研修を実施する
とともに、児童相談所など
との連携を強化する。

●基本研修・経営研修・専
門研修及び教員免許状更新
講習において、児童虐待へ
の対応や防止に関するもの
を取り入れて実施
　受講者数　3,179人
●必要に応じて児童相談所
などとの連携をはかった。

●虐待の早期発見のポイン
ト、教師・学校の役割につ
いて学び、虐待への対応に
ついて理解を深めることが
できた。

☆☆☆

●学校の教員に対して児童
虐待に関する研修を実施す
るとともに、児童相談所な
どとの連携を強化する。

子ども青少年局
教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
4
 
-



　③　経済的負担の軽減

実績

児童手当の支給

家庭等における生活の安定
に寄与するとともに、次代
の社会を担う児童の健やか
な成長に資するため、児童
手当を支給する。

●対象となる子どもの数
　285,050人
　（平成30年3月末現在）
●手当月額（平成24年6月
分から所得制限導入）
 3歳未満　　　 15,000円
 3歳～小学生
  第1子・第2子 10,000円
  第3子以降　　15,000円
 中学生   10,000円
 所得制限対象者  5,000円

●国の制度に基づき、年3
回支給し、経済的支援を
行った。

☆☆☆ ●継続実施する。 子ども青少年局

保育料負担の軽減

国が定める保育料の一部を
市費で負担することによ
り、保護者の保育料負担を
軽減する。

●国の定める保育料に対し
て39.3％を軽減した。
（平成29年度予算）

●引き続き、国が定める保
育料の一部を市費で負担す
ることにより、保護者の保
育料負担を軽減した。

☆☆☆ ●継続実施する。 子ども青少年局

保育料の多子軽減

同一世帯で保育所等を複数
の子どもが利用している場
合、保育料は2人目半額、
3人目以降無料とし、保護
者負担を軽減する。

●継続実施
　第2子　9,917人
　第3子　2,081人
　（平成29年5月）

●引き続き、同一世帯で保
育所等を複数の子どもが利
用している場合、保育料は
2人目半額、3人目以降無
料とし、保護者負担を軽減
した。

☆☆☆ ●継続実施する。 子ども青少年局

就学援助(複)
経済的に困窮している小中
学生の保護者に対して学用
品などの費用を援助する。

●対象者数　21,945人
●事業は順調に進めてお
り、一定の効果をあげてい
る。

☆☆☆

●経済的に困窮している小
中学生の保護者に対して学
用品などの費用を援助す
る。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
5
 
-



実績

私立幼稚園
授業料補助

私立幼稚園に通う保護者の
経済的負担の軽減および
公・私立幼稚園間における
保護者負担の格差是正をは
かるため、県内の私立幼稚
園に在籍する市民に対し、
授業料補助を実施する。

●対象者数　27,129人
●対象となる園児の保護者
に所得等に応じて補助を実
施した。

☆☆☆

●私立幼稚園に通う保護者
の経済的負担の軽減および
公・私立幼稚園間における
保護者負担の格差是正をは
かるため、県内の私立幼稚
園に在籍する市民に対し、
授業料補助を実施する。

教育委員会

私立高等学校
授業料補助

公・私立学校間における保
護者負担の格差是正をはか
るため、県内の私立高等学
校に在籍する市民で、愛知
県の授業料軽減事業の対象
とならない方に対し、授業
料補助を実施する。

●対象者数　2,745人
●対象となる生徒の保護者
に所得等に応じて補助を実
施した。

☆☆☆

●公・私立学校間における
保護者負担の格差是正をは
かるため、県内の私立高等
学校に在籍する市民で、愛
知県の授業料軽減事業の対
象とならない方に対し、授
業料補助を実施する。

教育委員会

高等学校入学準備金
事業(複)

経済的理由により高等学校
などへの修学が困難な生徒
に対して入学準備金を貸与
する。

●対象者数　263人
●事業は順調に進めてお
り、一定の効果をあげてい
る。

☆☆☆

●経済的理由により高等学
校などへの修学が困難な生
徒に対して入学準備金を貸
与する。

教育委員会

市立高等学校入学料
などの減免(複)

市立高等学校に通う生徒の
保護者に対して入学料など
の減免を実施する。

●対象者数　281 人
●事業は順調に進めてお
り、一定の効果をあげてい
る。

☆☆☆
●市立高等学校に通う生徒
の保護者に対して入学料な
どの減免を実施する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
6
 
-



　④　社会全体での子育て支援

実績

●地域子育て支援拠点
　30か所

●地域子育て支援拠点
10月から新たに16か所開
設し、計30か所で運営。
利用料を無料とし、いつで
も気軽に利用してもらえる
ようにした。

●地域子育て支援拠点
　乳幼児及びその保護者が
相互の交流を行う場所を開
設し、子育てについての相
談、情報の提供、助言その
他の援助を行う地域子育て
支援拠点を設置する。30
年度は新たな拠点を10か
所設置し、計40か所とす
る。

●子ども･子育て支援セン
ター
　・キッズパーク利用者数
　　40,668人
　・サイトへのアクセス数
　　（トップページ）
　　154,818件
　・講座参加者数
　　4,441人
　・相談件数
　　3,713件

●子ども・子育て支援セン
ター
・親支援プログラムをはじ
めとした講座や情報発信・
相談事業を実施し、子育て
の不安感・孤立感の軽減を
はかった。

●子ども・子育て支援セン
ター
　子育て支援の拠点施設と
して、子どもを生み育てや
すい環境づくりを促進する
ため、子育て家庭を支援す
るネットワークづくりを進
めるほか、情報発信、講座
の企画運営、キッズパーク
運営、企業連携などを推進
する。

●なごやつどいの広場事業
　9か所

●なごやつどいの広場事業
　子育て中の親子が交流す
る場を提供する団体へ運営
費の補助を行った。

●なごやつどいの広場事業
　10か所で実施する。

地域子育て支援
拠点事業

乳幼児及びその保護者が相
互の交流を行う場所を開設
し、子育てについての相
談、情報の提供、助言その
他の援助を行う地域子育て
支援拠点を設置する。ま
た、拠点のうち各区１か所
は一時預かり等他の支援事
業も併せて行う。

☆☆☆ 子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
7
 
-



実績

●地域子育て支援センター
事業
　57か所で実施
　相談件数　17,010件
   事業実施回数　16,630
回
　事業参加者数
287,004人

●地域子育て支援センター
事業
　地域における子育て親子
の交流等を促進する子育て
支援拠点の設置、育児不安
についての相談事業、子育
て情報の提供及び子育て家
庭の多様なニーズへの積極
的な対応などを行った。

●地域子育て支援センター
事業
　54か所で継続実施す
る。（地域子育て支援拠点
事業として要件を満たして
いない保育所等地域子育て
支援センターについて、新
たに同一中学校区内で代替
拠点を設置した上で事業を
廃止する。）

●児童館地域子育て支援拠
点事業
　17か所
　登録サークル数　128

●児童館地域子育て支援拠
点事業
　児童館を地域子育て支援
拠点と位置付け、子育ての
知識と経験を有する専任の
者により乳幼児とその保護
者を対象としたクラブや交
流事業、子育て家庭に対す
る相談・援助、子育てサー
クルへの活動場所の提供を
積極的に実施した。

●児童館地域子育て支援拠
点事業
 17か所で継続実施する。

一時預かり事業

家庭において保育を受ける
ことが一時的に困難となっ
た乳幼児について、保育所
の一時保育事業や名古屋の
びのび子育てサポート事業
等において一時的に預か
り、必要な保護を行う。

●一時保育事業
・58か所で実施
・公立保育所103か所で、
リフレッシュ保育に特化し
たリフレッシュ預かり保育
事業を実施
　利用人数　60,702人
・保護者の緊急ニーズに応
じて、24時間365日児童
を受け入れる24時間緊急
一時保育事業を引き続き実
施

●一時保育事業の実施か所
数を4か所拡充し、小規模
保育事業で新たに2か所実
施開始、リフレッシュ預か
り保育事業や24時間緊急
一時保育事業を実施した。

☆☆☆

●一時保育実施か所数の拡
充　58か所→63か所
 （＋5か所）
公立4､民間51､小規模8
  88,500人日分

子ども青少年局

乳幼児及びその保護者が相
互の交流を行う場所を開設
し、子育てについての相
談、情報の提供、助言その
他の援助を行う地域子育て
支援拠点を設置する。ま
た、拠点のうち各区１か所
は一時預かり等他の支援事
業も併せて行う。

（前頁からの続き）
地域子育て支援

拠点事業
子ども青少年局☆☆☆

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
8
 
-



実績

エリア支援保育所事業
（H28に「エリア支

援保育所」から名称変
更）

公立保育所をエリア支援保
育所と位置づけ、公立・民
間保育所などが一体となっ
て保育の質を高めるととも
に、地域のすべての子ど
も・子育て家庭を支援す
る。

●13か所で実施

●実施か所数を13か所に
拡充し、保育の質の向上と
地域の子育て家庭へ支援進
めた。

☆☆☆
●実施か所数 増の拡充
 13か所→20か所
 （＋7か所）

子ども青少年局

子ども・子育て
支援センター

（７５８キッズステー
ション）の運営

子育て支援の拠点施設とし
て、子どもを生み育てやす
い環境づくりを促進するた
め、子育て家庭を支援する
ネットワークづくりを進め
るほか、情報発信、講座の
企画運営、キッズパーク運
営、企業連携などを推進す
る。

●キッズパーク利用者数
　40,668人
●サイトへのアクセス数
　（トップページ）
　154,818件
●講座参加者数
　4,441人
●相談件数
　3,713件

●親支援プログラムをはじ
めとした講座や情報発信・
相談事業を実施し、子育て
の不安感・孤立感の軽減を
はかった。

☆☆☆

●子育て支援の拠点施設と
して、子どもを生み育てや
すい環境づくりを促進する
ため、子育て家庭を支援す
るネットワークづくりを進
めるほか、情報発信、講座
の企画運営、キッズパーク
運営、企業連携などを推進
する。

子ども青少年局

地域子育て支援
ネットワークの推進

地域における子育て支援の
ネットワーク体制の強化や
活動・事業の活性化をはか
る。

●補助金交付団体数
　区域事業  16
　広域事業   2

●子育て支援関係機関等の
連携を強化することによ
り、地域における子育て家
庭への支援を促進した。

☆☆☆
●ネットワークの充実をは
かることにより、子育て家
庭への支援を促進する。

子ども青少年局

名古屋のびのび
子育てサポート事業

地域での子育てを支援する
ため、会員組織をつくり、
子育てを支援してほしい人
と手助けしたい人の登録・
仲介などを行う。

●会員数     8,787人
●活動件数  25,821件

●会員の募集や講習会を実
施するとともに、活動の仲
介を行い、地域での子育て
を支援した。

☆☆☆

●地域での子育てを支援す
るため、会員組織をつく
り、子育てを支援してほし
い人と手助けしたい人の登
録・仲介などを行う。提供
会員の質を確保するため、
講習会を本部で一括で実施
する。また、既提供会員に
対し、フォローアップ研修
を実施する。提供会員確保
のため、保育士資格のある
方を対象とした短時間の講
習会も開催。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
3
9
 
-



実績

なごや未来っ子
応援制度（ぴよか）

企業、地域、行政の連携に
より、社会全体で子どもと
子育て家庭を応援するた
め、子育て家庭優待カード
事業等を実施する。

●協賛店舗・施設
　1,977か所、76商店街
　（平成30年3月末）

●制度の認知度を高めるた
め、イベントを実施した。

☆☆☆
●制度の認知度を高めるた
め、イベント等を実施す
る。

子ども青少年局

赤ちゃん訪問事業

地域と子育て家庭をつなぐ
ため、地域の主任児童委
員、区域担当児童委員が第
1子を出生した家庭を訪問
する。

●訪問対象世帯 10,529人
●訪問実績　9,978人
●訪問率　94.8％

●地域の主任児童委員や区
域担当児童委員が、乳児の
いる子育て家庭を訪問し、
子育てに対する不安感や負
担感を軽減した。

☆☆☆

●地域と子育て家庭をつな
ぐため、地域の主任児童委
員、区域担当児童委員が第
1子を出生した家庭を訪問
する。

子ども青少年局

高齢者による
子育て支援事業

シルバー人材センターでの
子育て支援事業を実施す
る。

●利用件数　7,169 件
●「子育て支援会員育成研
修」による会員従事者の養
成
　参加人数　23人

●会員従事者の養成につい
ては、順調に人数を確保す
ることができた。
●新規サービス利用者の開
拓においては、引き続きPR
を行い、様々な要望に対応
できるようにフォローアッ
プを引き続き実施していく
ことが必要である。

☆☆☆

●年間利用見込件数
　7,500件
●会員従事者がスキルアッ
プできるように、引き続き
フォローアップ研修を行
い、様々な要望にもできる
限り対応できるよう担い手
の育成をする。

健康福祉局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
0
 
-



実績

私立幼稚園での
子育て支援事業

市内の私立幼稚園に対し、
預かり保育授業料、教育研
究費、親と子の育ちの場支
援事業費などの補助を実施
する。

●私立幼稚園預かり保育へ
の補助
　107園で実施
●私立幼稚園親と子の育ち
の場支援事業への補助
　118園で実施

●補助の希望があった全て
の幼稚園に補助を実施し
た。

☆☆☆

●市内の私立幼稚園に対
し、預かり保育授業料、教
育研究費、親と子の育ちの
場支援事業費などの補助を
実施する。

教育委員会

市立幼稚園における
預かり保育の実施

市立幼稚園における預かり
保育を拡充するとともに、
長時間の中での教育・保育
のあり方について研究す
る。

●23園で実施
●23園で実施し、保護者
に対する子育て支援として
貢献した。

☆☆☆

●市立幼稚園全園で預かり
保育を実施し、長時間の中
での教育・保育のあり方に
ついて研究を進める。ま
た、30年度から預かり保
育の時間を拡充する。

教育委員会

親学推進
協力企業制度

「親学」の推進に、理解・
協力をいただける企業（団
体）を登録する。

●225企業（団体）登録
●登録企業（団体）数が前
年度より7企業（団体）増
加した。

☆☆☆
●「親学」の推進に、理
解・協力をいただける企業
（団体）を登録する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
1
 
-



　⑤　子育てにやさしいまちづくり

実績

福祉都市環境整備
指針等に基づく

バリアフリーの推進

福祉都市環境整備指針等に
基づきバリアフリーを推進
する。

●民間鉄道事業者による鉄
道駅舎へのエレベーター等
設置に対して補助金を交付
（1日あたりの乗降客数
3,000人以上の駅を対象）
・名鉄尼ケ坂駅のバリアフ
リー化の補助
●ユニバーサルデザインタ
クシーの導入補助　107台

●民間鉄道駅舎へのエレ
ベーター等設置に対して補
助金を交付した。（1日あ
たりの乗降客数3,000人以
上の駅を対象）
●ユニバーサルデザインタ
クシーの導入補助を実施し
た。

☆☆☆

●近鉄戸田駅のバリアフ
リー化の補助
●ユニバーサルデザインタ
クシーの導入補助

健康福祉局

多家族世帯向け
住宅入居募集の実施

市営住宅の募集について、
一般募集や福祉向け募集に
配慮しながら、多家族世帯
向け募集を実施する。

●56戸

●多家族世帯向け募集を継
続的に実施することによ
り、多家族世帯の入居を促
進した。

☆☆☆

●市営住宅の募集につい
て、一般募集や福祉向け募
集に配慮しながら、多家族
世帯向け募集を実施する。

住宅都市局

多世代交流のための
交流スペースの提供

既設市営住宅において、小
さな子どもから高齢者まで
が交流できるスペースを提
供する。

●既設市営住宅において、
小さな子どもから高齢者ま
でが交流できるスペースと
して集会所等を提供した。

●既設市営住宅で経常的に
提供できるスペースを確保
し、子育てしやすい住宅環
境を促進した。

☆☆☆

●既設市営住宅において、
小さな子どもから高齢者ま
でが交流できるスペースを
提供する。

住宅都市局

市営住宅における
子育て世帯向け

住宅入居募集の実施

市営住宅の募集における子
育て世帯に対する優先枠と
して、子育て世帯向け募集
を実施する。

●556戸

●子育て世帯向け募集を継
続的に実施することによ
り、子育て世帯の入居を促
進した。

☆☆☆

●市営住宅の募集における
子育て世帯に対する優先枠
として、子育て世帯向け募
集を実施する。

住宅都市局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
2
 
-



実績

定住促進住宅の
子育て支援

中堅ファミリー向けに建設
された定住促進住宅（民間
型・公共型）について、小
学校就学前の子を持つ子育
て世帯に対し家賃を減額す
る。

●民間型
　既存  33戸　新規  1戸
●公共型
　既存153戸　新規14戸

●補助対象総戸数は減って
いるものの、子育て世帯に
対する民間型の家賃減額補
助、および公共型の家賃減
額を継続的に実施した。

☆☆☆

●中堅ファミリー向けに建
設された定住促進住宅（民
間型・公共型）について、
小学校就学前の子を持つ子
育て世帯に対し家賃を減額
する。

住宅都市局

中堅ファミリー向け
住宅の提供

中堅ファミリー世帯向けの
良質な賃貸住宅を提供す
る。

●管理戸数
　公共型：1,832戸
　民間型：   206戸

●中堅ファミリー世帯向け
の良質な賃貸住宅を供給す
ることにより、若年世帯が
子育てしやすい環境を整え
た。

☆☆☆
●中堅ファミリー世帯向け
の良質な賃貸住宅を提供す
る。

住宅都市局

愛知県あんしん
賃貸支援事業の

情報提供
（H29まで）

住宅確保要配慮者
に対する居住支援

の促進
（H30に名称変更）

子育て世帯の入居を受け入
れる住宅や不動産店、居住
支援に関する情報を提供す
る。

●栄住まいの相談コーナー
で住宅や不動産店、居住支
援に関する情報提供を実施
した。

●栄住まいの相談コーナー
で住宅や不動産店、居住支
援に関する情報提供を実施
した。

☆☆☆

●子育て世帯などの住宅確
保要配慮者の民間賃貸住宅
への入居円滑化を図るた
め、入居相談や生活支援な
どの居住支援サービスが適
切に提供される仕組みづく
り等を進める。

住宅都市局

道路の
バリアフリーの推進

子どもをはじめ誰もが安
心・安全で歩きやすい道を
めざし、歩道などの段差解
消、勾配改善などを実施す
る。

●歩道の交差点部段差解消
　119か所
●歩道の勾配改善
　4,206ｍ

●当初計画通りの整備を
行った。

☆☆☆

●歩道の交差点部段差解消
　168か所
●歩道の勾配改善
　3,320ｍ

緑政土木局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
3
 
-



実績

地域の身近な
公園づくり

街区公園の適正配置促進学
区の解消をめざし、街区公
園を設置する。

●街区公園の整備
　3公園　（亀島ふれあい
公園、東二葉公園、大堀公
園）

●街区公園の整備工事を実
施した。
●亀島ふれあい公園の整備
にあたっては、平成26～
27年度にかけて地元と
ワークショップを行った。
これにより、地元ニーズを
踏まえた整備工事を行うこ
とができた。

☆☆☆
●街区公園の整備
　1公園（折戸公園（仮
称））

緑政土木局

地下鉄駅について改札内で
エレベーターによる乗換え
ができない駅について、引
き続き乗換えエレベーター
の整備を進めるなどバリア
フリー化を推進する。

●エレベーターの整備
　３駅（整備中）

●ホームから地上までエレ
ベーターで移動できるルー
トは25年度に全駅整備完
了。（87駅中87駅）
　引き続きエレベーターで
改札内乗換えができない駅
についてエレベーター整備
を進めていく。
●多機能トイレは23年度
に全駅整備完了。

☆☆☆

●改札内での乗換えエレ
ベーターの整備
　継続３駅（名古屋駅、丸
の内駅、栄駅）
　新規１駅（今池駅）

交通局

ノンステップバスを導入す
る。

●28年度に導入率100%
達成済み

●28年度に導入率100%
達成済み

☆☆☆

●導入率100％を達成した
ため、バス車両更新におい
ては引続きノンステップバ
スとする。

交通局

地下鉄駅におけるトイレ内
のベビーチェア等を整備す
る。

●ベビーチェア
　4駅(うち１駅整備中）

●ベビーベッドは23年度
に全駅整備完了。
●ベビーチェアは全87駅
中86駅整備完了。

☆☆☆

●ベビーチェア（一般トイ
レ内）の整備
　継続整備１駅
　（本郷駅）
　全87駅中87駅整備完了
　（平成30年度）

交通局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

公共交通機関等に
おけるバリアフリーの

推進

-
 
4
4
 
-



実績

地下鉄駅におけるホーム柵
を設置する。

●名城・名港線への可動式
ホーム柵の設置（平成32
年度稼働予定）
●名城・名港線への可動式
ホーム柵の設置に向け、定
位置停止等のための車両改
造54両(9編成)

●平成32年度の稼働に向
け、名城・名港線における
定位置停止等のための車両
改造を計画どおり54両(9
編成)で実施した。
●99駅中45駅で設置完
了。（分母の駅数は2路線
のある駅は2駅としてカウ
ント）

☆☆☆

●名城・名港線への可動式
ホーム柵の設置（平成32
年度稼働予定）
●名城・名港線への可動式
ホーム柵の設置に向け、定
位置停止等のための車両改
造等54両(9編成)

交通局

地下鉄車両における車内案
内表示装置を設置する。

●12両（2編成）導入
　導入率　95.1%

●12両（2編成）導入する
ことで、導入率が93.6％か
ら95.1％ヘ増加した。

☆☆☆

●31年度12両（2編成）
導入に向け、準備作業の実
施
　導入率　95.1%

交通局

（前頁からの続き）
公共交通機関等に

おけるバリアフリーの
推進

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
5
 
-



　⑥　働き方の見直しに向けた取組みの推進

実績

子育て支援企業
認定・表彰制度

子育てにやさしい活動を積
極的に行っている企業を認
定し、特に優れた企業を表
彰する。

●26社新規認定
　(うち6社表彰)
●累計187社認定
　(平成30年3月31日現在)

●広報などの効果もあり、
新規認定企業数は順調に増
加している。

☆☆☆

●制度の認知度を高めるた
め、他施策との連携も踏ま
えた広報に努める。
●申請及び審査に係る負担
軽減のため、認定基準の改
訂を行う。

子ども青少年局

女性の職業継続・
再就職支援の促進

男女平等参画推進センター
において再就職等に役立つ
資格取得講座やコミュニ
ケーションスキルアップ講
座等を実施するほか、男女
がともにいきいきと働ける
職場づくりを推奨する趣旨
のリーフレットを配付す
る。

●資格取得講座及びコミュ
ニケーションスキルアップ
講座の実施
　講座数　6
　受講者　延べ692人

●資格取得支援講座等を実
施し、女性の職業継続・再
就職支援を促進した。

☆☆☆

●資格取得講座及びコミュ
ニケーションスキルアップ
講座の実施
　講座数5

総務局

仕事と家庭の
両立支援の

セミナーなどの開催

育休取得者の職場復帰や主
婦の再就職を支援するセミ
ナーなどの開催や両立支援
に関する情報提供を実施す
る。

●職場復帰準備セミナーの
実施
　年4回
　参加者　延べ77人

●セミナーを実施し、両立
支援を促進した。

☆☆☆
●職場復帰準備セミナーの
実施
　年3回

総務局

女性の活躍推進企業
認定・表彰制度

女性の活躍を推進する企業
を認定し、優れた企業を表
彰する。

●認定審査会の開催 5回
●認定・表彰式の開催
　認定企業34社
　（うち表彰企業8社）、
　累計100社
●中小企業認証部門
　認証企業11社、
　累計15社

●認定・表彰事業を実施
し、企業の女性の活躍の意
識付けを促進した。

☆☆☆
●認定・表彰式の開催
　認定企業100社
　（平成30年3月）

総務局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
6
 
-



実績

仕事と子育ての両立を
可能にする職場環境

づくりへの支援

企業の経営者・人事担当者
等に対し、ワーク・ライ
フ・バランス推進のための
セミナー・企業内研修等を
実施するほか、「名古屋市
ワーク・ライフ・バランス
推進庁内連絡会議」を開催
し、施策の取組みについて
進行管理を行うとともに、
連携をはかる。

●働き方改革の推進事業
　ワークショップの開催3
回、専門家派遣23社
●「名古屋市ワークライフ
バランス推進庁内連絡会
議」を開催し、施策の取組
について進行管理を行うと
ともに、連携をはかった。

●企業の就労環境整備に向
けた啓発・相談等により、
ワーク・ライフ・バランス
の取組みを推進できた。
●施策の進捗状況を確認
し、連携を深めた。

☆☆☆

●企業の就労環境整備に向
けた啓発・相談等により
ワーク・ライフ・バランス
の取組みを支援するほか、
「名古屋市ワーク・ライ
フ・バランス推進庁内連絡
会議」を開催し、施策の取
組みについて進行管理を行
うとともに、連携をはか
る。

市民経済局

仕事と生活の調和を
推進するための
情報発信の充実

ホームページなどで、勤労
者の仕事と生活の両立支援
に向けた施策の紹介など情
報発信の充実をはかる。

●市ホームページの「仕事
と生活の調和」のページ
で、情報提供を行った。

●情報収集に努め、最新の
情報を提供した。

☆☆☆

●ホームページなどで、勤
労者の仕事と生活の両立支
援に向けた施策の紹介など
情報発信の充実をはかる。

市民経済局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
7
 
-



　⑦　質の高い乳幼児期の教育・保育の総合的な提供

実績

保育所等待機児童
対策の取組み推進

保育所や認定こども園、小
規模保育事業等により、3
歳未満児の保育サービス提
供量の増をはかるなど、保
育所等待機児童対策の取組
みを推進する。

●3歳未満児の保育サービ
ス提供割合31.7％
●民間保育所等の新設
（23か所）、小規模保育
事業所の設置（21か所）
等を行い、利用枠の拡充
（3歳未満児:1,129人分）
をはかった。

●平成30年4月1日の保育
所等利用待機児童数は5年
連続で0人となったもの
の、今後も利用申込率の増
加が見込まれるため、引き
続き保育サービス提供量の
拡大に取り組んでいく。

☆☆☆

●民間保育所等の整備補助
●賃貸方式による保育所の
設置
●小規模保育事業所の設置
●公立保育所利用枠拡大

子ども青少年局

公立保育所の
移管等と整備の推進

公立保育所整備計画に基づ
き、公立保育所を移管・統
廃合するとともに施設整備
を推進する。

●平成35年度に移管とな
る公立保育所3か所の選定
及び公表
●移管等の対象となってい
る19か所の公立保育所の
保護者等への説明
●公立保育所の移転改築及
び統廃合を2か所実施

●これまでに公立保育所
35か所の移管等に着手(う
ち16か所は完了)し、移管
等の対象となる公立保育所
の保護者等への丁寧な説明
に努めた。

☆☆☆
●移管に係る整備、引継ぎ
共同保育等
●公立保育所の移転改築

子ども青少年局

休日保育事業

日曜、祝日の保護者の就労
により、保育を要する保育
所入所児童の保育を行う事
業を実施する。

●16か所（各区1か所）で
実施
●利用人数
　8,483人

●引き続き、16区16か所
で実施した。

☆☆☆ ●16か所で継続実施 子ども青少年局

延長保育事業

保護者の就労時間の多様化
に対応するため、通常の保
育時間(11時間)を延長し
て、保育を行う事業を実施
する。

●377か所で実施
●利用人数　397,214人

●実施か所数を22か所拡
充し、実施した。

☆☆☆
●実施か所数の拡充
　385か所→399か所
　（＋14か所）

子ども青少年局

夜間保育事業

保護者の深夜就労に対応す
るため、午後10時以降に
保育を行う事業を実施す
る。

●4か所で実施
●夜間保育所入所児童数
　85人(平成30年3月1日)

●引き続き、4か所で継続
して実施した。

☆☆☆ ●4か所で継続実施する。 子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
8
 
-



実績

産休あけ・育休あけ
保育所等入所

予約事業

産休・育休あけの職場復帰
にあわせて入所予約するこ
とにより、入所を円滑にす
る事業を実施する。

●102か所で実施
●利用人数536人

●実施か所数を4か所拡充
し、実施した。

☆☆☆
●実施か所数の拡充
　102か所→106か所
　（＋4か所）

子ども青少年局

病児・病後児
デイケア事業

小学生低学年までの病気ま
たは病気回復期にある児童
について、勤務などにより
家庭で育児を行うことが困
難な場合に、医療機関など
において一時的に預かる事
業を実施する。

●19か所で実施
●利用人数17,454人

●実施か所数を１か所拡充
し、実施した。

☆☆☆
●実施か所数の拡充
　1９か所→2１か所
　（＋2か所）

子ども青少年局

保育所保育指針に
基づく保育の実践

保育所保育指針に基づき、
保育の質の向上等に資する
取組みを実施する。

●「保育所危機管理マニュ
アル」、「保育をつなぐ」
等により、保育の質の向上
に取り組んだ。
●国の保育所保育指針改定
に伴い、名古屋市保育ガイ
ドラインの見直しを実施し
た。

●保育所保育指針に基づく
保育を実施するため、「名
古屋市保育ガイドライン」
や「保育所危機管理マニュ
アル」、「保育をつなぐ」
等により、保育の質の向上
に取り組んだ。

☆☆☆ ●継続実施する。 子ども青少年局

幼保連携型
認定こども園

教育・保育要領に基づ
く教育・保育の実践

幼保連携型認定こども園教
育・保育要領に基づき、幼
児教育・保育の質の向上等
に資する取組みを実施す
る。

●国の要領や、平成26年
度に作成した「幼保連携型
認定こども園教育・保育の
手引き」の理解を深めるた
め、職員を対象とした研修
会を2回実施した。

●教育・保育の内容に関す
る全体的な計画と指導計画
を作成し、乳幼児の特性を
踏まえた質の高い教育・保
育の実践に努めた。

☆☆☆ ●継続実施する。
子ども青少年局

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
4
9
 
-



実績

保育所等における
食育の推進

乳幼児が食に対する興味を
持てるように、保育所等に
おける食体験や、家庭への
情報提供を実施する。

●園児自らが栽培した野菜
を給食で提供したり、給食
だよりで家庭への情報提供
を行う等、食への関心を育
み、食を営む力の基礎を培
うため、食育を全か園で実
施した。
●調理従事者を対象とした
食育に関する研修や保育
士・調理従事者による食育
グループ研究を実施した。

●乳幼児が食に対する興味
を持てるように、食育を全
か園で継続して実施すると
ともに、職員の研修を充実
することにより、食育を推
進した。

☆☆☆ ●継続実施する。 子ども青少年局

幼児教育の
あり方の研究

小学校以降の学習との連続
性の観点から、子どもの学
ぶ力の育成や人とかかわる
力の育成など、就学までに
取り組むべき教育の内容に
ついて研究を進める。
質の高い幼児教育の推進
と、子育て支援の総合的な
提供をするための方策につ
いて検討する。
また、子ども・子育て支援
新制度の施行や幼稚園を取
り巻く諸課題を踏まえた対
応について検討する。

●実施計画の策定
●実施計画の策定を行っ
た。

☆☆☆

●小学校以降の学習との連
続性の観点から、子どもの
学ぶ力の育成や人とかかわ
る力の育成など、就学まで
に取り組むべき教育の内容
について研究を進めるとと
もに「名古屋市立幼稚園の
今後のあり方に関する実施
計画」に基づき「「幼児教
育センター」の開設準備等
を進める。

教育委員会

幼稚園心の
教育推進プラン

市立幼稚園における文化的
体験（芸術鑑賞）、自然体
験、社会体験、未就園児へ
の園舎・園庭開放や遊びの
会などの事業を実施する。

●全23園で実施

●市立幼稚園で、園舎・園
庭の開放や未就園児親子登
園、子育て相談などを実施
し、利用者数も増え好評
だった。全園で実施し、目
標を達成した。

☆☆☆

●市立幼稚園における文化
的体験（芸術鑑賞）、自然
体験、社会体験、未就園児
への園舎・園庭開放や遊び
の会などの事業を実施す
る。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
0
 
-



施策３　困難を抱える子ども・若者・家庭への支援

　①　困難を抱える子ども・若者への総合的な支援

実績

児童相談所等に
おける相談支援

児童相談所等において、養
護（児童虐待）・保健・非
行・育成（不登校・しつけ
等）などの相談支援を実施
する。

●児童相談所で相談を実施
　いじめ相談　38件
　不登校・ひきこもり相談
　　　　　　 153件

●いじめ相談、不登校・ひ
きこもり相談ともに、継続
して適切に相談に対応し
た。

☆☆☆

●児童相談所等において、
養護（児童虐待）・保健・
非行・育成（不登校・しつ
け等）などの相談支援を実
施する。

子ども青少年局

ひきこもり・
不登校児童対策事業

児童相談所において、家庭
にひきこもって不登校状態
になっている子どもや友達
づきあいが苦手な子ども等
にボランティアを派遣した
り、宿泊や通所指導におけ
るグループワーク等を実施
する。

●ひきこもり・不登校児対
策事業として、ふれあい心
の友訪問援助事業、グルー
プ指導事業、家族療法事業
を実施
●あそびっこボランティア
登録
　42人（H30.3.31現在）

●各種事業を着実に実施
し、対象児童の自主性や社
会性の伸長や家族機能の回
復をはかることができた。
●あそびっこボランティア
の登録人数を増やすために
は、より一層の周知が必要
である。

☆☆

●家庭にひきこもって不登
校状態になっている子ども
や友達づきあいが苦手な子
ども等にボランティアを派
遣したり、宿泊や通所指導
におけるグループワーク等
を実施する。

子ども青少年局

子ども・若者総合
相談センターを核とし
た総合支援体制の強化

子ども・若者総合相談セン
ターを核としたネットワー
クなどにより、ニート・ひ
きこもりなど様々な困難を
抱える子ども・若者の状況
に応じた適切な支援を行
い、就労をはじめとした社
会的自立に導くための総合
的な支援体制を推進する。

●「子ども・若者総合相談
センター」を核とする官民
の支援機関によるネット
ワークにより、子ども・若
者の自立に向けた支援を実
施した。

●「子ども・若者総合相談
センター」を核とする官民
の支援機関によるネット
ワークの構築に加え、セン
ターの相談員及びコーディ
ネーターを増員するなど、
困難を抱える子ども・若者
の自立に向けた支援体制の
更なる強化をはかった。

☆☆☆

●ニートやひきこもりな
ど、様々な困難を抱える子
ども・若者に対し、総合相
談窓口を核とした官民相互
のネットワークによる総合
的な支援を実施

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
1
 
-



実績

若年者自立支援事業

ニート等就労困難な若者に
対し、就労意欲の醸成・確
立をはかるための事業を実
施する。

●若年者自立支援ステップ
アップ事業（平成29年7月
までは「若年者自立支援サ
テライト事業」として実
施）
　カウンセリング
　　延べ961名
　電話相談
　　延べ1,263名
　就労者数
　　23名

●ニ－ト等就労困難な若者
への電話相談をはじめ、個
別カウンセリングや居場所
の提供を行い、自立に向け
一人ひとりの状況に応じた
支援を行った。

☆☆☆

●若年者自立支援ステップ
アップ事業として、市内２
か所（北部・南部）で以下
の事業を実施する。
・電話相談
・カウンセリング
・居場所の提供
・プログラムやセミナー等

子ども青少年局

若者の社会体験
支援事業

ニート等就労困難な状態に
ある若者が直ちに一般就労
に就くことは難しいため、
就労意欲を取り戻した若者
の一般就労に向けた準備段
階として、社会体験を行う
場を提供する。

●協力事業者数 77社
●体験参加者数
　延べ105名、実74名
●進路決定者数
　正規13名、非正規19名

●求職活動に踏み込めない
若者に対し、「就労する」
ことをイメージさせる他、
自身の得意不得意等や向き
不向きを発見させ求職活動
に活かせるよう、企業と連
携し社会体験の場の提供を
行った。

☆☆☆
協力事業者登録業者及び事
業利用者の増加に向けた取
り組みを進める。

子ども青少年局

なごや若者サポート
ステーションとの

連携事業

ニート等就労困難な若者の
職業的自立に向け、相談対
応のほか就職活動・就労に
必要となるコミュニケー
ション能力や基礎的技術を
習得するための各種プログ
ラムを提供する「なごや若
者サポートステーション
（厚生労働省事業）」を活
用した就労支援事業を実施
する。

国のメニューに加え、本市
として次の事業を実施
●臨床心理士によるカウン
セリング
　延べ211人利用
●パソコン講座、基礎的学
力の学び直し支援等
　延べ1,221人利用
●保護者勉強会
　延べ100人参加

●厚生労働省の指定する支
援内容の他、本市として臨
床心理士による個別相談、
保護者勉強会を実施した
他、パソコン講座や学び直
し支援等による就労に向け
た基礎知識を身につけるた
めのスキルアップ事業を実
施した。

☆☆☆

●厚生労働省事業に加え、
本市として次の事業を実施
する。
・臨床心理士によるカウン
セリング
・パソコン講座、基礎的学
力の学び直し支援等
・保護者を対象とした親子
のコミュニケーション方法
等についてのセミナー

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
2
 
-



実績

ハートフレンドなごや
での教育相談事業

いじめや不登校などの問題
を抱える子どもおよびその
保護者に寄り添い、問題を
解決するために教育相談を
実施する。
必要に応じて、児童相談所
をはじめとした他の相談機
関との連携をはかる。

●ハートフレンドなごやで
子どもの教育・養育上の問
題に関するあらゆる内容に
ついて、電話・メール・来
所・訪問による相談を実施
相談実施回数　8,600回
●必要に応じて、児童相談
所をはじめとした他の相談
機関と連携をはかった。

●電話・訪問相談の回数は
減り、メール相談の回数は
増え、来所相談の回数は例
年とほぼ同じ実績であっ
た。
●訪問相談を実施した児
童・生徒の復帰率は51.7％
であり、本市の不登校対策
において、重要な役割を果
たした。
●ワンストップの総合相談
窓口として、他の相談機関
とも連携がはかれた。

☆☆☆

●いじめや不登校などの問
題を抱える子どもおよびそ
の保護者に寄り添い、問題
を解決するために教育相談
を実施する。
●児童相談所をはじめとし
た他の相談機関との連携を
強化する。

教育委員会

いじめ・問題行動等
防止対策連絡会議

中学校ブロック単位でのい
じめ等に関する情報交換や
防止対策に取組む連絡会議
の設置などを行う。

●全中学校110ブロックで
実施

●全中学校ブロックで、連
絡会議、講演会等の啓発活
動、巡回指導などが実施さ
れ、地域ぐるみでの対策の
充実がはかられた。
●全中学校ブロックで概ね
2回実施でき、目標を達成
した。

☆☆☆

●年間２～３回、学校・保
護者・学区・関係機関等が
集まり、情報や意見など幅
広く話し合い、学校・家
庭・地域が一体となった
り、取り組みの推進を図
る。

教育委員会

子ども適応相談
センターでの

不登校対応事業

心理的な理由により登校で
きない児童生徒を学校へ復
帰させることを目的とし
て、子ども適応相談セン
ターにおいて、教育相談・
適応指導を実施する。

●通所者数　　476人
●学校復帰者　221人

●教育相談と適応指導を実
施し、学校復帰率は46.4％
であった。
●南区と中区でサテライト
スクールを運営し、増加す
る通所者に対応した。

☆☆☆
●早期の学校復帰を目指し
た教育相談や適応指導を実
施する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
3
 
-



実績

子ども・若者・教育
に関する総合的な
相談施設の整備

不登校、いじめ、発達障害
等の教育相談に加え、福祉
との連携を視野に入れた総
合的な相談施設を整備す
る。

●関係課長会1回開催

●子ども・若者・教育に関
する総合的な相談施設の整
備に向けて、28年度に実
施した他都市の先進的な事
例の調査結果をもとに施設
の機能や体制について検討
した。

☆☆☆

●28年度に実施した調査
の結果を踏まえ、子ども・
若者の抱える困難種に応じ
た「横の連携」、学齢期か
ら青年期をスムーズにつな
ぐ「縦の接続」、外部機関
との「幅広いネットワー
ク」を併せ持つ相談体制の
整備を進める。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
4
 
-



　②　妊娠や子育てに困難を抱える家庭への支援

実績

なごや妊娠ＳＯＳ

思いがけない妊娠等で悩む
人が孤立することなく、必
要な支援を受けることがで
きるよう、助産師等が電話
やメールによる相談を実施
する。

●相談件数　183件
●カードの配布先を増やす
などの周知広報に努めた。

☆☆☆

●引き続き相談事業を実施
する。
●若い世代を中心に事業の
認知度を高めるよう、周知
広報に努める。

子ども青少年局

特定妊婦
訪問支援事業

虐待ハイリスク要因を有す
るなど、出産後の養育につ
いて出産前から支援を行う
ことが必要な妊婦に対し、
家庭訪問による継続的な支
援を実施する。

●派遣　　　  72人
●派遣回数　342回

●出産後の養育について出
産前から支援を行うことが
必要な妊婦等に対し、継続
的な家庭訪問を実施し、児
童虐待の発生を未然に防止
するよう努めた。

☆☆☆
●特定妊婦に対し、定期的
かつ継続的な訪問支援を実
施する。

子ども青少年局

産後ケア事業

出産直後の産婦が入院を要
しない程度の心身の不調・
育児不安等により育児困難
感がある場合に、産婦及び
新生児･乳児に対して、助
産所等における宿泊または
日帰りによる支援を実施す
る。

●宿泊型　 21組　187日
●日帰り型　0組　　  0日

●引き続きモデル事業を実
施した。
●利用件数が少なく、支援
を必要とする人に周知広報
をはかることが重要。

☆☆

●引き続きモデル事業を実
施する。
●引き続き支援が必要な人
に周知広報をはかる。

子ども青少年局

養育支援
ヘルパー事業

本来児童の養育について支
援が必要でありながら、積
極的に自ら支援を求めてい
くことが困難な状況にある
家庭を対象として、家事と
育児支援とともに家庭状況
の把握のためにヘルパーに
よる訪問支援を実施する。

●派遣世帯数　113世帯
●派遣回数　　6,473回

●養育支援が必要な家庭に
ヘルパーを派遣し、継続的
な訪問による家事・育児支
援を行うとともに子どもの
安全確認を行った。

☆☆☆
●支援の必要な家庭へ養育
支援ヘルパーを派遣する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
5
 
-



実績

子育て短期支援事業

家庭における児童の養育が
一時的に困難となった場
合、児童養護施設及び乳児
院等で児童の一時的な養育
を実施する。

●児童養護施設13施設、
乳児院4施設、里親で実施
　1,314日

●児童の一時的な養育を児
童養護施設及び乳児院で実
施した。
●平成28年度より開始し
た里親での事業について継
続して実施した。

☆☆☆

●家庭における児童の養育
が一時的に困難となった場
合、児童養護施設、乳児院
及び里親で児童の一時的な
養育を実施する。

子ども青少年局

家庭復帰支援事業

児童虐待により施設入所し
ている児童とその保護者に
対し、各種家族再統合プロ
グラムを活用して、児童の
家庭復帰を支援する。

●中央・西部の両児童相談
所にて実施
　家庭復帰児童数　45人

●中央・西部の両児童相談
所にて実施し、児童虐待等
により施設入所している児
童の家庭復帰を推進した。

☆☆☆

●児童虐待等により施設入
所している児童とその保護
者に対し、各種家族再統合
プログラムを活用して、児
童の家庭復帰を支援する。

子ども青少年局

親支援のための
グループミーティング

保健所において、育児不安
や困難感の強い親等に対し
て、心理職等によるグルー
プミーティングを実施す
る。

●実施回数　  88回
●参加人数　428人

●心理職等の進行によるグ
ループミーティングを実施
することにより、育児の不
安軽減をはかった。

☆☆☆

●保健センターにおいて、
育児不安や困難感の強い親
等に対して、心理職等によ
るグループミーティングを
実施する。

子ども青少年局

子どもに関する
公費負担医療

小児慢性特定疾病はじめ、
子どもに関する各種医療給
付事業等を行う。

●小児慢性特定疾病医療
　対象者数　1,711人
●未熟児養育医療
　対象者数　  547人
●自立支援医療(育成医療)
　対象者数　  250人

●小児慢性特定疾病医療
　医療給付を行い、経済的
負担の軽減をはかった。
●小児慢性特定疾病児童等
　長期にわたり療養を必要
とする児童等の健全育成及
び自立促進をはかるため、
連絡協議会を開催するとと
もに、小児慢性特定疾病児
童およびその保護者同士の
相互交流支援事業を実施し
た。

☆☆☆

●引き続き、医療給付を行
い、経済的負担の軽減に努
める。
●長期にわたり療養を必要
とする児童等の健全育成及
び自立促進をはかるため、
相互交流支援事業を実施す
る。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
6
 
-



実績

児童相談所の
体制強化

被虐待児や虐待をした親へ
の十分なケアを実施するな
ど、本市の子どもの安全で
健全な発達環境を保障して
いくために、児童福祉司の
増員など児童相談所（２か
所）の体制を強化する。

●児童福祉司を2人増員
●相談受付件数　6,441件

●児童福祉司を増員したほ
か、中央児童相談所に企画
調整担当の主幹・主査・主
事及び嘱託研修コーディ
ネーターを、両児童相談所
に嘱託保健師を配置して機
能の強化をはかった。
●児童虐待相談対応件数の
増加に迅速かつ適切に対応
するため、新たな児童相談
所の設置によるさらなる機
能強化が課題である。

☆☆☆

●増加している児童虐待を
含む児童相談により迅速・
的確に対応するため、東部
児童相談所を開設し、体制
を充実する。
●児童福祉司及び児童心理
司を9人増員する。

子ども青少年局

新たな児童相談所の
設置

急増する児童虐待相談をは
じめとする児童相談に迅
速・的確に対応するため
に、新たな児童相談所を設
置する。

●東部児童相談所の建設
●東部児童相談所の建設工
事を実施した。

☆☆☆
●東部児童相談所を開設す
る。

子ども青少年局

社会福祉事務所に
おける児童虐待等

への機能強化

社会福祉事務所における子
ども家庭相談の体制を強化
し、児童虐待などへの対応
を拡充する。

●社会福祉事務所に配置し
ている児童相談所との兼務
児童福祉司及び児童虐待対
応支援員を増員

●児童相談所と兼務の児童
福祉司や児童虐待対応支援
員を増員し、区の専門性と
対応力を強化することによ
り、児童虐待の早期発見・
早期対応に努めた。

☆☆☆

●社会福祉事務所に児童相
談所との兼務児童福祉司を
増員する。
　16人→20人
●児童虐待対応支援員を増
員する。
　19人→24人

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
7
 
-



実績

児童虐待防止に
おける関係機関の

連携

児童虐待等の問題解決のた
め、全市各区レベルの連絡
調整、情報交換を実施する
とともに、電算システムを
活用して社会福祉事務所、
児童相談所、保健所等の情
報共有を迅速・的確に実施
する。

●なごやこどもサポート連
絡協議会の実施
開催回数2回
●なごやこどもサポート区
連絡会議の実施
　代表者会議　19回
　実務者会議　214回
　サポートチーム会議
　223回

●定期的に実施する代表者
会議や実務者会議に加え、
個別事例に対応するサポー
トチーム会議において関係
機関が連携して支援を行っ
た。
●電算システムを活用し、
社会福祉事務所・児童相談
所・保健所等が迅速な情報
共有を行いながら、早期対
応を図った。

☆☆☆

関係機関の連携強化のた
め、下記の取組みを引き続
き効果的に実施する。
●なごやこどもサポート連
絡協議会を開催する。
●なごやこどもサポート区
連絡会議を開催する。
●電算システムを活用した
社会福祉事務所・児童相談
所・保健センター等の情報
共有を実施する。

子ども青少年局

配偶者からの
暴力被害者と

その子どもへの支援

配偶者暴力相談支援セン
ターなどにおいて、配偶者
からの暴力被害者の安心と
安全に配慮し、関係機関と
連携して支援を実施する。

●相談延べ件数　9,129件
●「サポートグループ事
業」の実施　19 回
●「見守り同行支援事業」
の実施　1世帯（延べ8
回）
●「親子支援プログラム事
業」の実施
　思春期児童対象　11回
　低年齢児童対象　13回

●サポートグループを実施
し、同じ経験や悩みを有す
る者同士が集まって語り合
い、精神的な回復や自立を
目指す気持ちの醸成をは
かった。
●見守り同行支援や親子支
援プログラムを実施し、母
と子の精神的な不安の解消
や親子関係のつながりの回
復をはかった。

☆☆☆

●引き続き相談事業を実施
する。
●「見守り同行支援事業」
「親子支援プログラム事
業」「サポートグループ事
業」を継続実施する。
●「親子カウンセリング事
業」を新たに実施する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
8
 
-



　③　ひとり親家庭の子どもとその家庭への支援

実績

ひとり親家庭等に
対する自立に向けた

相談の実施(複)

施策の窓口である区役所に
おいて総合的な相談を実施
する。

●相談件数　26,025件

●ひとり親家庭の自立を助
成するため就労、福祉資金
の貸付及び償還、生活一般
に関すること等、自立に向
けた相談支援をはかった。

☆☆☆

●ひとり親家庭応援専門員
を新たに、千種区、中区、
瑞穂区、緑区に配置し、母
子・父子自立支援員と連携
して家庭訪問を行うなど、
相談体制を強化する。

子ども青少年局

母子家庭等
自立支援センター

事業(複)

就業相談、職業紹介、技術
習得等をめざすセミナーや
講習会等、就業に向けた支
援を実施するとともに、生
活上の相談など電話相談や
法律相談を実施する。

●就業支援講習会
　開催回数　  76回
　受講者数　584人
●情報提供件数　6,354件

●就業に必要な資格・技術
の習得の支援のため就業支
援講習会を実施し、また、
ひとり親家庭の個々の状況
（家庭の状況、資格、経験)
に応じた就業情報を提供す
ることにより、自立に向け
た就業支援を行った。

☆☆☆

●就業相談、職業紹介、技
術習得等をめざすセミナー
や講習会等、就業に向けた
支援を実施するとともに、
生活上の相談など電話相談
や法律相談を実施する。

子ども青少年局

自立支援給付金事業

就業に有利な資格取得のた
めの支援として、自立支援
教育訓練給付金、高等職業
訓練促進給付金（※）を支
給する。

※平成26年10月1日、法
改正により「高等技能訓練
促進費」から名称変更

●自立支援教育訓練給付金
　  37人
●高等職業訓練促進給付金
　110人

●資格取得を促すことによ
り母子家庭の母等の就職の
促進に寄与した。

☆☆☆

●自立支援教育訓練給付金
及び高等職業訓練促進給付
金の給付を行うとともに、
市が補助金を交付した団体
により、高等職業訓練促進
給付金を活用して養成機関
に在学し、就職に有利な資
格の取得を目指す家庭の親
に入学、就職準備金を貸し
付ける。

子ども青少年局

児童扶養手当等の
支給(複)

収入を補完するための手当
の支給による支援を実施す
る。

●児童扶養手当受給者数
　16,941人
●ひとり親家庭手当受給者
数　5,302人
　（平成30年3月末現在）

●国の制度に基づき、年3
回支給し、経済的支援を
行った。

☆☆☆

平成30年4月分より以下の
手当月額を支給する。
●1人目（全部支給
42,500円、一部支給
42,490円～10,030円）
●2人目の加算（全部支給
10,040円、一部支給
10,030円～5,020円）
●3人目以降の加算（全部
支給6,020円、一部支給
6,010円～3,010円）

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
5
9
 
-



実績

母子・父子・寡婦
福祉資金の貸付

生活の安定と向上を目的と
して、生活資金、技能習得
資金、修学資金などを原則
無利子で貸し付ける。

●母子父子寡婦福祉資金貸
付　1,856件

●母子家庭・父子家庭・寡
婦家庭の経済的自立を助成
するため原則無利子で１２
種類の資金を貸付した。

☆☆☆
母子及び父子並びに寡婦に
対し、修学資金等の貸付を
行う。

子ども青少年局

養育費相談の実施
養育費の取得について、司
法書士等による相談を実施
する。

●相談件数　  554件
●同行支援件数　7件

●電話相談に加え、必要に
応じて司法書士による面談
及び同行支援を行い、ひと
り親家庭の養育費取得支援
に努めた。

☆☆☆
●養育費の取得について、
司法書士等による相談を実
施する。

子ども青少年局

ひとり親家庭等
医療費助成(複)

ひとり親家庭等にかかる医
療費のうち、保険診療にか
かる自己負担分を助成す
る。

●対象者数　39,021人
　（月平均）

●ひとり親家庭にかかる医
療費のうち、保険診療にか
かる自己負担額の助成を実
施することにより、ひとり
親家庭の福祉の増進と経済
的負担の軽減をはかった。

☆☆☆
●引き続き、ひとり親家庭
の医療費を助成する。

子ども青少年局

高等学校卒業程度
認定試験合格
支援事業(複)

高等学校卒業程度認定試験
のための受講費用の一部を
支給する。

●受講修了時給付金　１件
●合格時給付金　　　2件

●高等学校卒業程度認定試
験を受けるための支援を行
うために、合格を目指す講
座の受講費用の一部を支給
した。

☆☆☆
●高等学校卒業程度認定試
験のための受講費用の一部
を支給する。

子ども青少年局

中学生の
学習支援事業(複)

（H28に｢ひとり親家
庭の子どもへの学習サ

ポート｣から名称変
更）

ひとり親家庭の中学生に対
する学習サポート事業を実
施して、学習及び進学の意
欲を醸成する。

●実施か所数　111か所
（平成30年3月現在）

●健康福祉局の生活保護世
帯等を対象とする事業と一
体的に実施
36か所→111か所
（子ども青少年局分）

☆☆☆

●健康福祉局の生活保護世
帯等を対象とする事業と一
体的に実施
111か所→118か所
（子ども青少年局分）

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
0
 
-



実績

【H28に事業追加】
ひとり親家庭の
子どもの居場所

づくりモデル事業(複)

ひとり親家庭の子ども等が
気軽に立ち寄ることができ
る居場所をつくる事業をモ
デル実施する。

●実施か所数　4か所
●市内4か所で週1回（7月
～）モデル実施した。

☆☆☆

●市内4か所で週1回型及
び週2回型の2区分（各２
か所）でモデル実施する。
（7月～）

子ども青少年局

【H29に事業追加】
高校生の

学習継続支援事業(複)

中学生の学習支援事業に参
加し高等学校等へ進学した
生徒を対象に継続した学習
支援を実施する。

●実施か所数　36か所
（平成30年3月現在）

●中学生の学習支援事業に
参加した児童を対象に、高
等学校等への進学後の継続
支援を行った。

☆☆☆

●中学生の学習支援事業に
参加した児童を対象に、高
等学校等への進学後の継続
支援を行う。
36か所→111か所
（子ども青少年局分）

子ども青少年局

ひとり親家庭の
子どもへの
相談支援

学習支援の場等を活用し、
ボランティアが進路や将来
の事等について相談、アド
バイスをすることで、子ど
もの自立への意識を醸成す
る。

●実施か所数　111か所
（平成30年3月現在）

●学習支援の場等を活用
し、ボランティアが進路や
将来の事等について相談、
アドバイスを行った。

☆☆☆

●学習支援の場等を活用
し、ボランティアが進路や
将来の事等について相談、
アドバイスを行う。

子ども青少年局

ひとり親家庭の
文化・スポーツ
交流事業(複)

（H29に｢ひとり親家
庭の子どもへのスポー
ツ・文化等の体験の場

の提供｣から名称変
更）

ひとり親家庭の子どもに、
スポーツ・文化等の体験の
場を提供することにより、
子どもの意欲や自己肯定感
を醸成する。

●実施回数  3回
●参加人数
　111組・236人

●実施回数を3回に増加。
●サッカー教室とバスケッ
トボール教室を実施し、親
子でのスポーツ体験とプロ
選手の試合観戦の場を提供
した。
●オーケストラ鑑賞会を実
施し、親子での音楽鑑賞と
楽団員との交流の場を提供
した。

☆☆☆
●年4回ひとり親家庭の子
どもに、スポーツ・文化等
の体験の場を提供する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
1
 
-



　④　学校での支援

実績

高等特別支援学校の
整備

企業等への就労をめざし、
職業教育を中心とした指導
を行う高等特別支援学校を
整備する。

●特別支援学校における教
育の在り方検討会議　４回
開催

●高等特別支援学校の整備
に向けて、有識者による特
別支援学校における教育の
在り方検討会議を４回開催
し、高等特別支援学校や職
業教育充実の在り方につい
ての検討を進めた。

☆☆☆

●職業教育の充実に向け、
新学習指導要領に基づいた
教育課程の研究や高等特別
支援学校設置に係る様々な
課題への助言を受けるなど
の取り組みを行う。

教育委員会

特別支援教育に
関する施設の整備

特別支援学校の教室不足解
消を推進するため、特別支
援学校の整備を進めるとと
もに、肢体不自由児童生徒
が円滑に学校生活を営める
よう、肢体不自由学級設置
の学校へエレベーターを整
備する。

●特別支援学校の教室不足
解消のための増築棟の実施
設計。
●肢体不自由学級設置校等
へのエレベーター設置工事

●特別支援学校の教室不足
解消のための増築棟の実施
設計と肢体不自由学級設置
校等へのエレベーター設置
工事を行った。

☆☆☆

●特別支援学校の教室不足
解消を推進するため、特別
支援学校の整備を進めると
ともに、肢体不自由児童生
徒が円滑に学校生活を営め
るよう、肢体不自由特別支
援学級設置の学校へエレ
ベーターを整備する。
●守山養護学校増築の設計
●エレベーター整備
　中学校2校

教育委員会

発達障害対応施策の
実施

学校教育において、発達障
害への適切な指導・支援が
受けられるよう、発達障害
対応支援講師、発達障害対
応支援員、通級指導定着支
援員、専門家チームの充実
をはかり、発達障害の可能
性のある幼児児童生徒の教
育的ニーズに応じた支援を
推進する。

●発達障害対応支援講師を
65校に配置
●発達障害対応支援員を
395校（園）に配置
●専門家チームを180校
（園）に派遣

●発達障害対応支援講師を
65校に配置した。
●発達障害対応支援員を
395校（園）に配置した。
●専門家チームの派遣を希
望するすべての学校（園）
に派遣した。

☆☆☆

●学校教育において、発達
障害への適切な指導・支援
が受けられるよう、発達障
害対応支援講師、発達障害
対応支援員、通級指導定着
支援員、専門家チームの充
実をはかり、発達障害の可
能性のある幼児児童生徒の
教育的ニーズに応じた支援
を推進する。
●発達障害対応支援員：
幼・小中学校の全校(園)に
配置

教育委員会

所管局
進行状況

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針

-
 
6
2
 
-



実績

学校生活
介助アシスタントの

派遣

障害のある子どもに対し、
学校生活における移動・排
せつ・着がえ等の介助を行
うアシスタントを派遣す
る。

●139人派遣

●障害のある幼児児童生徒
が年間を通して介助・支援
が必要な場合に派遣を行っ
た。

☆☆☆

●障害のある子どもに対
し、学校生活における移
動・排せつ・着がえ等の介
助を行うアシスタントを派
遣する。
合理的配慮の観点から、幼
児児童生徒への支援を充実
させる。

教育委員会

特別支援学級等の
設置・運営

●特別支援学級
障害の程度が比較的軽度の
児童生徒を対象に、一人一
人の実態に応じてきめ細か
く指導する学級を設置す
る。
●通級指導教室
通常の学級に在籍する比較
的軽度の障害がある児童生
徒を対象に、各教科等の指
導は通常の学級で行いつ
つ、障害に応じた個別の指
導をする。

●特別支援学級31学級を
新・増設した。
●発達障害通級指導教室
を、新たに5教室設置し
た。

●新・増設の申請があった
特別支援学級をすべて設置
した。
●発達障害通級指導教室を
新たに5校に設置すること
ができた。

☆☆☆

●特別支援学級
障害の程度が比較的軽度の
児童生徒を対象に、一人一
人の実態に応じてきめ細か
く指導する学級を設置す
る。
●通級指導教室
通常の学級に在籍する比較
的軽度の障害がある児童生
徒を対象に、各教科等の指
導は通常の学級で行いつ
つ、障害に応じた個別の指
導をする。

教育委員会

守山養護学校
高等部産業科

における就労支援

守山養護学校高等部に高等
特別支援学校に準ずる学科
を設置し、職業教育の充実
をはかる。

●産業科１年・２年・３年
合計80名
●就労支援コーディネー
ター　　2名配置
●職業指導講師　６名配置

●就労支援コーディネー
ター、職業指導講師を派遣
して、一般就労を希望する
生徒の一般就労率100％を
達成した。

☆☆☆

●守山養護学校高等部に高
等特別支援学校に準ずる学
科を設置し、職業教育の充
実をはかる。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
3
 
-



実績

不登校に対する
取組み

学校がきめ細かく対応でき
るよう、支援体制の充実の
観点から、不登校支援講師
の配置拡充などを推進する
とともに、不登校に関する
情報提供の充実に向け、市
公式ウェブサイトにおける
不登校対策支援サイトの運
営などの取組みを実施す
る。

●不登校対応支援講師の配
置　40校
●不登校対策支援サイトの
開設・運営

●配置校数40校を継続す
ることができた。

☆☆☆

●不登校対応支援講師につ
いては、40校に配置す
る。また、不登校対策支援
サイトについては、引き続
き内容の充実に努める。

教育委員会

なごや子ども
応援委員会

いじめ、不登校等につなが
る児童生徒の心の問題に対
し、専門的見地からの積極
的なアプローチを行い、児
童生徒が抱える問題の未然
防止・早期発見や個別支援
を行うとともに、学校支援
の協力体制を構築する。

●なごや子ども応援委員会
スタッフによる相談等対応
件数（延べ数）
　16,581件（3月末）

●スクールカウンセラーの
増員等体制強化により、相
談等対応件数が増加した。

☆☆☆

●体制を強化する。
・スクールカウンセラー配
置校
　58校→84校
・スクールソーシャルワー
カー2人配置ブロック　9
ブロック→10ブロック
・コーディネーター支援講
師の配置校　110校

教育委員会

スクール
カウンセラーの配置

児童生徒のさまざまな心の
問題に対応するため、ス
クールカウンセラーを全
中・高等学校に配置すると
ともに、小学校でも活用す
る。

●小中高校、特別支援学校
に非常勤のスクールカウン
セラーを配置
●相談件数　18,674件
　相談回数　 40,219回

●小中高校、特別支援学校
に非常勤のスクールカウン
セラーを配置し、多様な相
談ニーズに対応できるよう
にした。

☆☆☆

●小中高校、特別支援学校
に非常勤のスクールカウン
セラーを配置し、子どもた
ちの心に寄り添う教育相談
体制の充実を図る。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
4
 
-



実績

学校における
絆づくり推進事業

（H29に「夢・チャ
レンジ支援事業」と統
合し、「仲間づくり推
進事業」から名称変

更）

夢と命の絆づくり
推進事業

（H30に「キャリア
教育・生命尊重教育推
進事業」と統合し、名

称変更）

児童生徒が主体的に考え、
行動し、互いを思いやる心
を身につける活動を推進す
る。

●小学校49校、中学校23
校、高等学校1校、特別支
援学校1校で実施した。

●仲間づくりの推進に「十
分効果があった」と答えた
学校の割合が93.2%であっ
た。

☆☆☆

●「学校における絆づくり
推進事業」と「キャリア教
育・生命尊重教育推進事
業」を統合し、「夢と命の
絆づくり推進事業」とし
て、児童生徒の自主的な活
動を支援することにより自
己肯定感を高め、心の居場
所づくりや仲間との絆づく
りを図り、いじめ防止等に
つなげていくとともに、夢
を持つことや命の大切さを
伝える。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
5
 
-



　⑤　保護を要する子どもへの支援

実績

里親等委託の推進・
里親等への支援の

充実

里親登録者及びファミリー
ホーム設置者の増加をはか
り里親等委託を推進すると
ともに、里親経験者等の援
助者や児童相談所の支援、
研修などにより里親への支
援を実施する。

●認定及び登録里親数
　176世帯
●委託児童数
　84人
●ファミリーホーム
　5か所
●里親等委託率　14.1％
　（平成30年3月末現在）

●里親制度普及事業等の実
施や里親支援専門相談員や
児童相談所の支援により、
里親制度の周知をはかっ
た。

☆☆☆

●里親登録者等の増加をは
かり里親等委託を推進す
る。
●東部児童相談所開設に伴
い、里親担当の児童福祉司
等の体制を拡充し、里親へ
の支援や研修を実施してい
く。

子ども青少年局

児童養護施設等の
小規模化・

地域分散化の推進

児童養護施設及び乳児院に
おいて、家庭的な環境での
養育を推進するため、施設
の改築・改修を行い小規模
化をはかるとともに、地域
小規模児童養護施設の増加
により施設機能の地域分散
化を推進する。

●小規模グループケア実施
施設　14施設
●地域小規模児童養護施設
　11か所

●小規模グループケア実施
か所数及び地域小規模養護
施設のか所数の拡充により
児童養護施設の小規模化並
びに地域分散化をはかるこ
とができた。
●民間児童養護施設の整備
補助（2か所）を行い、小
規模化及びグループケア化
をはかった。

☆☆☆
●地域小規模児童養護施設
の増により施設機能の地域
分散化を推進する。

子ども青少年局

児童養護施設など
入所児童のケアの

充実(複)

被虐待や障害等の多様な困
難を抱える子どもを支援す
るための施設の養育力向上
をはかる。

●心理療法職員配置施設
　23か所
●小規模グループケア実施
施設　14施設
●自立支援担当職員の配置
　6人
●社会復帰支援事業の実施
　2か所

●虐待やいじめを受けた子
どもに対し心理療法の実施
や、小規模グループでのよ
りきめ細かいケアを進めた
ほか、職員人材確保事業を
実施し、入所児童のケアの
充実をはかることができ
た。

☆☆☆
●自立支援担当職員の配置
を6人から9人に拡充す
る。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
6
 
-



実績

児童養護施設等に
入所している児童
及び退所した児童
への自立支援(複)

児童の自立を支援するた
め、児童養護施設などの入
所児童への学習支援、児童
養護施設などを退所する児
童や退所した児童への就労
等の自立支援を実施する。

●児童養護施設等退所児童
就労支援事業　16人就労
●自立支援担当職員の配置
　6人
●社会復帰支援事業の実施
　2か所
●ステップハウスモデル事
業　2か所

●児童養護施設への自立支
援担当職員及び自立援助
ホームへの非常勤心理担当
職員配置の拡充、ステップ
ハウスモデル事業の開始な
ど、施設等入所児童及び退
所児童に対し、自立に向け
た支援を実施した。

☆☆☆
●自立支援担当職員の配置
を6人から9人に拡充す
る。

子ども青少年局

児童養護施設等の
改築・整備

入所児童の生活環境の向上
をはかるため、老朽化した
児童養護施設などの児童福
祉施設を順次整備する。

●障害児入所施設「あけぼ
の学園」の改築整備に向け
た設計・造成工事
●母子生活支援施設「にじ
が丘荘」の移転改築に向け
た設計
●民間児童養護施設2か所
の整備補助

●障害児入所施設「あけぼ
の学園」改築の設計及び造
成工事を実施した。
●母子生活支援施設「にじ
が丘荘」について基本設計
を実施した。
●民間児童養護施設2か所
の整備は完了した。

☆☆☆

●あけぼの学園の改築工事
を開始する。
●にじが丘荘移転改築に向
けた実施設計を行う。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
7
 
-



　⑥　障害児とその家庭への支援

実績

児童発達支援
センター等の充実

障害の早期発見、早期療育
をはかるため、児童発達支
援センター等で療育を行う
とともに、施設の老朽化対
策を実施する。

●児童発達支援センター
（10か所）での実施事業
・通園事業
・訪問による療育支援及び
療育機関に対する支援（地
域療育センターのみ）

●児童発達支援センター等
において、通園事業を希望
する２歳以上の子どもは原
則受け入れして早期療育を
行う方針のもと、可能な範
囲で定員を上回って受け入
れたが、平成30年4月にお
いて希望者のうち21人が
通園事業を利用することが
できなかった。

☆☆

●障害の早期発見、早期療
育をはかるため、児童発達
支援センター等で療育を行
う。
●本市の子ども発達支援体
制を検討していく中で、児
童発達支援センターの老朽
化対策の必要性を検討して
いく。

子ども青少年局

身近な地域での
支援の推進

障害児が身近な地域で支援
を受けることができるよう
児童発達支援、放課後等デ
イサービスを実施する。

●放課後等デイサービス
　実施か所数　291か所
　(平成30年4月1日現在)
　延べ利用回数
　　　　　  551,027回
●児童発達支援
　実施か所数　216か所
　(平成30年4月1日現在)
　延べ利用回数
　　　　　  107,180回

●放課後等デイサービス、
児童発達支援ともに実施か
所数が増えており、身近な
地域での支援を実施した。
・放課後デイサービス
（実施か所）25か所増
（利用回数）77,218回増
・児童発達支援
（実施か所）23か所増
（利用回数）31,948回増

☆☆☆

●障害児が身近な地域で支
援を受けることができるよ
う児童発達支援、放課後等
デイサービスを実施する。
●支援の質の確保をはかる
ため、国が定める実地指導
に加え現況調査を行うほ
か、指導員等に対する研修
を開催する。

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
8
 
-



実績

障害児の居場所
づくり事業（仮称）

障害児及びその家族が気軽
に利用できる身近な敷居の
低い場所において、親同士
の交流や子どもの遊びの場
の提供を行うとともに、子
育て等に関する支援を実施
する。

●いこいの家事業
　 実施か所数　11か所
●療育グループ事業
　 実施か所数　　8か所

●身近な地域で支援が受け
られるよう、新たに6か所
で「いこいの家事業」を実
施した。
●いこいの家事業は15か
所での実施を目標としてお
り、順次か所数を増やして
いるところである。

☆☆

●障害児及びその家族が気
軽に利用できる身近な場所
において、親同士の交流や
子どもの遊びの場の提供を
行うとともに、子育て等に
関する支援を引き続き実施
し、より身近な場所で支援
が受けられるよう「いこい
の家事業」を2か所増す
る。
●療育グループ事業につい
ては、対象者が増加してお
り、本市の子ども発達支援
体制を検討していく中で、
当該事業の実施体制につい
ても検討していく。

子ども青少年局

障害児相談支援の
実施

障害児通所支援サービスな
どを利用する障害児につい
て、児童・家庭の状況に応
じた的確なサービス利用計
画を作成する。

●障害児相談支援事業所
　実施か所数　152か所
　(平成30年4月1日現在)
　支給決定者数　3,013人

●障害児通所支援に係る支
給決定者数の増加に伴い、
障害児相談支援の支給決定
者数も増加しているが、障
害児相談支援事業所数が伸
び悩んでいる。
（実施か所）　8か所増
（支給決定者）　338人増

☆☆

●障害児通所支援サービス
などを利用する障害児につ
いて、児童・家庭の状況に
応じた的確なサービス利用
計画を作成する。
●本市の子ども発達支援体
制を検討していく中で、障
害児相談支援の実施体制に
ついても検討していく。

子ども青少年局

障害児保育

保育所等における障害児の
成長・発達の促進をはかる
ため、健常な子どもととも
に集団保育が可能な障害の
ある子どもの保育を推進す
る。

●355か所 1,681人
　（平成30年3月）

●障害児の成長・発達の促
進をはかるため、健常な子
どもとともに集団保育が可
能な障害のある子どもの受
入を進め、受入か所数は8
か所、受入人数は123人増
加した。

☆☆☆ ●継続実施する。 子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
6
9
 
-



実績

発達障害者支援
センターの運営

自閉症などの発達障害のあ
る障害児(者)に対し、自立
支援や就労などについての
相談業務、支援者の人材育
成、情報発信・普及啓発、
コンサルテーションの各事
業を実施する。

●相談業務
　実人数　1,703人
●人材育成・普及啓発
●情報発信
●関係機関等との連携

●利用者のニーズに応じた
事業を実施した。

☆☆☆

●自閉症などの発達障害の
ある障害児(者)に対し、自
立支援や就労などについて
の相談業務、支援者の人材
育成、情報発信・普及啓
発、コンサルテーションの
各事業を実施する。

子ども青少年局

重症心身障害児者
施設の運営

重症心身障害児者が安心し
て生活できるよう、入所に
より医療的ケアや介護を実
施するとともに、重症心身
障害児者の地域生活の拠点
となる施設を運営する。

●年度末における入所者数
　58人(目標80人）
●3月における短期入所平
均利用者数
　6.7人（目標7人）

●重症心身障害児者が安心
して生活できるよう、入所
により医療ケアや介護を実
施するとともに、重症心身
障害児者の地域生活の拠点
となる施設を運営した。

☆☆

●重症心身障害児者が安心
して生活できるよう、入所
により医療的ケアや介護を
実施するとともに、重症心
身障害児者の地域生活の拠
点となる施設を運営する。

健康福祉局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
0
 
-



　⑦　外国人の子どもとその家庭への支援

実績

外国人の子どもに
関する相談

外国人の子どもの教育に関
する相談について、専門の
相談員が応じる相談窓口を
設置するほか、教育、健康
等に関する総合的な相談会
を実施する。

●海外児童生徒教育相談
　毎週水曜日、金曜日、日
曜日に予約制で実施
　相談件数　463件

●海外児童生徒数の増加に
伴い、相談件数が2年連続
増加した。教育相談員によ
る、個々のケースに合わせ
たきめ細やかな対応・助言
に努めたことにより、相談
者満足度は100％と高かっ
た。

☆☆☆

●外国人の子どもの教育に
関する相談について、専門
の相談員が応じる相談窓口
を設置する。
毎週水曜、金曜、日曜

観光文化交流局

子ども日本語教室

日本語を母語としない6歳
から15歳の子どもを対象
に、生活や学校で役立つ日
本語学習を支援する日本語
教室を毎週日曜日に開催す
る。

●毎週日曜日に開催
　①5月～7月(全10回)
　②9月～11月(全11回)
　③1月～3月(全10回)
　参加者数　1,529名

●学校や生活で必要な日本
語の学習支援を行う教室と
して重要な役割を担ってい
る。平均出席率は8割を超
え、子どもたちが進んで教
室に通い、意欲的に学んで
いる様子が伺えた。

☆☆☆

●日本語を母語としない主
に6歳から15歳の子どもを
対象に、生活や学校で役立
つ日本語学習を支援する日
本語教室を毎週日曜日に開
催する。
（5月～7月、9月～11
月、1月～3月）

観光文化交流局

夏休み
子ども日本語教室

日本語を母語としない6歳
から15歳の子どもを対象
に、夏休みの期間中、日本
語の学習の継続や、学習習
慣の保持を目的に、名古屋
国際センターにおいて、日
本語教室を開催する。

●7月26日～8月30日の
毎週水・日曜日実施（全
10回）
　参加者数　428名

●夏休み期間中の日本語学
習の継続及び学習習慣の保
持として役割を果たしてお
り、保護者向けのアンケー
トでも100％が良いと回答
している。

☆☆☆

●日本語を母語としない主
に6歳から15歳の子どもを
対象に、夏休みの期間中、
日本語の学習の継続や、学
習習慣の保持を目的に、日
本語教室を開催する。

観光文化交流局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
1
 
-



実績

外国語で楽しむ
絵本の会

外国語での絵本の読み聞か
せを通して、国際理解や外
国人と日本人の親子の交流
の機会を提供する。

●毎月第2・第4日曜日に
開催（年19回）
　参加者数　509名
●中村図書館（4回）、港
図書館（1回）での読み聞
かせ（年5回）
　参加者数　80名

●子どもたちに絵本を通じ
て海外に興味を持ってもら
うとともに、子ども同士の
交流の機会をつくることが
できた。
　読み聞かせに加え、外国
人読み手ボランティアの母
国紹介として遊びや歌など
のアクティビティを取り入
れ、国際理解の推進に努め
た。

☆☆☆

●外国語での絵本の読み聞
かせを通して、国際理解や
外国人と日本人の親子の交
流の機会を提供する。
●名古屋国際センターのラ
イブラリーまたは年５回程
度予定している市内の区図
書館での実施を合わせて月
２回程度実施する。

観光文化交流局

外国人こころの相談

外国人が日本での生活で抱
く不安や悩みなどを解消す
るため、母国で資格、経験
のある相談員が通訳を介さ
ずに相談に応じる。

●実施
　相談件数　525件

●子育てや子どもの発達に
不安を持つ外国人が相談に
来るケースも多く、母語で
専門カウンセラーに相談で
きる貴重な場としてニーズ
は高い。

☆☆☆

●外国人が日本での生活で
抱く不安や悩みなどを解消
するため、母国で資格、経
験のある相談員が通訳を介
さずに相談に応じる。

観光文化交流局

ピアサポートサロン

外国人が孤独や孤立感を感
じながら精神的に不安定に
なることを未然に防ぐた
め、仲間づくり、居場所、
悩みを共有する場としてサ
ロンを開催する。

●5月28日、9月17日、
12月3日、2月18日に開
催（年4回）
　参加者数　61名

●日本で生活する中で悩み
を持つ外国人同士、母国語
で心おきなく話せる場とし
て、満足度は高かった（満
足度100％）。特に子ども
の発達や障害をテーマとし
たことにより、孤立しがち
な子育ての悩みを共有する
場として役割を果たせた。

☆☆☆

●外国人が孤独や孤立感を
感じながら精神的に不安定
になることを未然に防ぐた
め、子育てや子どもの教育
をテーマに仲間作り、居場
所、悩みを共有する場とし
てのサロンを年4回開催す
る。

観光文化交流局

外国人の子どもと
保護者のための
進路ガイダンス

中学校卒業後の進路につい
ての情報提供と相談に対応
するガイダンスを開催す
る。

●7月30日に開催
　参加者数　153名

●外国人の子どもと保護者
に対し、中学卒業後の進路
について、通訳付きで情報
提供および個別相談に応じ
た。定員（80名）を大幅
に上回る参加があり、ニー
ズは極めて高い。

☆☆☆

●中学校卒業後の進路につ
いての情報提供と相談に対
応するガイダンスを開催す
る。

観光文化交流局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
2
 
-



実績

日本語指導講師の
配置

日本語指導を必要とする児
童生徒が多数在籍する小中
学校へ非常勤講師を派遣す
る。

●配置数
　前後期で延べ62校

●当該児童生徒の在籍状況
や学校からの要望を踏ま
え、適切に講師を配置する
ことができた。

☆☆☆

●日本語指導を必要とする
児童生徒が多数在籍する小
中学校へ非常勤講師を派遣
する。

教育委員会

母語学習協力員の
配置

外国人児童生徒の母語と日
本語の両方を話すことので
きる協力員を学校に配置
し、日本語指導や適応指導
を支援する。

●配置数
　30人

●配置人数を2人増やし、
30人に拡大することがで
きた。

☆☆☆

●外国人児童生徒の母語と
日本語の両方を話すことの
できる協力員を学校に配置
し、日本語指導や適応指導
を支援する。30人→38人

教育委員会

初期日本語集中教室・
日本語通級指導教室の

運営

日本語指導が必要な児童生
徒の急増に対応するため、
初期段階の日本語を学習す
る支援体制を整備する。

●日本語教育相談センター
の運営
●初期日本語集中教室の運
営　2教室
●日本語通級指導教室の運
営　16教室

●日本語教育相談セン
ター、初期日本語集中教室
2教室、日本語通級指導教
室16教室を運営した。
●日本語指導が必要な児童
生徒が引き続き急増してお
り、初期日本語集中教室を
希望しながらも、定員の関
係ですぐには受け入れられ
なかった。

☆☆

●日本語指導が必要な児童
生徒の急増に対応するた
め、母語学習協力員による
巡回指導の回数を増やした
り、日本語指導の初期指導
を想定した教育課程を配信
したりして、各学校におけ
る日本語学習を支援してい
く。

教育委員会

日本語教育相談
センターでの

相談事業

外国人児童生徒の「初期日
本語集中教室」「日本語通
級指導教室」への就学相談
及び翻訳・通訳派遣等を通
じた支援を行い、日本語指
導が必要な児童生徒の学校
生活への適応をはかる。

●日本語学習支援コーディ
ネーター配置　6名
●コンサルタント（ポルト
ガル語、中国語、スペイン
語、フィリピノ語、ハング
ル）配置　14名

●児童生徒、保護者、学校
からの相談及び翻訳・通訳
派遣等に対応
　相談件数：238件
　翻訳件数：1,971件
　通訳派遣数：150件

☆☆☆

●日本語指導が必要な児童
生徒の「初期日本語集中教
室」「日本語通級指導教
室」への就学相談及び翻
訳・通訳派遣等を通じた支
援を行い、学校生活への適
応をはかる。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
3
 
-



　⑧　貧困の連鎖を断ち切るための支援

実績

生活困窮者の
自立支援

生活に困窮している方が抱
える複合的な課題に応じ
た、個別的で継続的な相談
支援を行う窓口として「仕
事・暮らし自立サポートセ
ンター」を設置し、状況に
応じた就労支援や家計再建
に向けた支援を実施する。
また、対象者を早期に把握
し適切な支援につなぐため
に、地域との連携の推進を
はかる。

●仕事・暮らし自立サポー
トセンターを3か所で実施

●生活困窮者自立支援法に
基づく自立相談支援事業、
住居確保給付金の受付、就
労準備支援事業、家計相談
支援事業を一体的に実施
し、生活困窮者の自立支援
の促進をはかった。

☆☆☆

●生活に困窮している方が
抱える複合的な課題に応じ
た、個別的かつ継続的な相
談支援を行う窓口である
「仕事・暮らし自立サポー
トセンター（市内3か
所）」にて、状況に応じて
自立相談支援、就労支援、
家計相談支援等を実施す
る。また、対象者を早期に
把握し適切な支援につなぐ
ために、地域との連携の推
進をはかる。

健康福祉局

貧困の連鎖防止
ネットワーク事業

ひとり親や生活保護世帯な
ど困窮世帯の子どもに対し
て、民間団体や企業等か
ら、相談や社会参加の機会
の提供など、様々な支援を
届けるための仕組みづくり
を行う。

●開催回数　2回

●中学生の学習支援事業に
かかる募集受付や連絡調
整、学習支援事業受託者間
の連携強化を実施した。

☆☆☆

●中学生の学習支援事業に
かかる募集受付や連絡調
整、学習支援事業受託者間
の連携強化及びネットワー
クの構築を実施する。

健康福祉局
子ども青少年局

中学生の学習支援事業
（H28に「生活保護

世帯をはじめとする生
活困窮世帯の子どもの
学習サポート」から名

称変更）

ひとり親家庭、生活保護世
帯等の中学生に対して学習
会を開催し、学習及び進学
の意欲を醸成するととも
に、児童交流や保護者の養
育支援等を総合的に実施す
る。

●実施か所数　32か所

●一体的に事業を実施して
いる子ども青少年局におい
て、75か所の会場の拡充
があり、全体での実施か所
数を68か所→143か所に
拡充した。

☆☆☆

●ひとり親家庭、生活保護
世帯等の中学生を対象に、
ＮＰＯ法人等の運営により
大学生を中心とするサポー
ターによる学習支援を無料
で実施する。
●事業全体での実施か所数
の拡充
　143か所→150か所

健康福祉局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
4
 
-



実績

【H28に事業追加】
高校生の

学習継続支援事業

中学生の学習支援事業に参
加し高等学校等へ進学した
生徒を対象に継続した学習
支援を実施する。

●平成28年度に学習支援
事業を実施した16区32か
所で実施した。

●子ども青少年局事業との
一体的な事業の実施によっ
て、実施か所数が24か所
→68か所に拡充した。

☆☆☆
●平成29年度に学習支援
事業を実施した16区143
か所で実施する。

健康福祉局

ひとり親家庭等に
対する自立に向けた

相談の実施(複)

施策の窓口である区役所に
おいて総合的な相談を実施
する。

●相談件数　26,025件

●ひとり親家庭の自立を助
成するため就労、福祉資金
の貸付及び償還、生活一般
に関すること等、自立に向
けた相談支援をはかった。

☆☆☆

●ひとり親家庭応援専門員
を新たに、北区、中村区、
守山区、天白区に配置し、
母子・父子自立支援員と連
携して家庭訪問を行うな
ど、相談体制を強化する。

子ども青少年局

母子家庭等
自立支援センター

事業(複)

就業相談、職業紹介、技術
習得等をめざすセミナーや
講習会等、就業に向けた支
援を実施するとともに、生
活上の相談など電話相談や
法律相談を実施する。

●就業支援講習会
　開催回数　  76回
　受講者数　584人
●情報提供件数　6,354件

●就業に必要な資格・技術
の習得の支援のため就業支
援講習会を実施し、また、
ひとり親家庭の個々の状況
（家庭の状況、資格、経験)
に応じた就業情報を提供す
ることにより、自立に向け
た就業支援を行った。

☆☆☆

●就業相談、職業紹介、技
術習得等をめざすセミナー
や講習会等、就業に向けた
支援を実施するとともに、
生活上の相談など電話相談
や法律相談を実施する。

子ども青少年局

児童扶養手当等の
支給(複)

収入を補完するための手当
の支給による支援を実施す
る。

●児童扶養手当受給者数
　16,941人
●ひとり親家庭手当受給者
数　5,302人
　（平成30年3月末現在）

●国の制度に基づき、年3
回支給し、経済的支援を
行った。

☆☆☆

平成30年4月分より以下の
手当月額を支給する。
●1人目（全部支給
42,500円、一部支給
42,490円～10,030円）
●2人目の加算（全部支給
10,040円、一部支給
10,030円～5,020円）
●3人目以降の加算（全部
支給6,020円、一部支給
6,010円～3,010円）

子ども青少年局

所管局
進行状況

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針

-
 
7
5
 
-



実績

ひとり親家庭等
医療費助成(複)

ひとり親家庭等にかかる医
療費のうち、保険診療にか
かる自己負担分を助成す
る。

●対象者数　39,021人
　（月平均）

●ひとり親家庭にかかる医
療費のうち、保険診療にか
かる自己負担額の助成を実
施することにより、ひとり
親家庭の福祉の増進と経済
的負担の軽減をはかった。

☆☆☆
●引き続き、ひとり親家庭
の医療費を助成する。

子ども青少年局

高等学校卒業程度
認定試験合格
支援事業(複)

高等学校卒業程度認定試験
のための受講費用の一部を
支給する。

●受講修了時給付金　１件
●合格時給付金　　　2件

●高等学校卒業程度認定試
験を受けるための支援を行
うために、合格を目指す講
座の受講費用の一部を支給
した。

☆☆☆
●高等学校卒業程度認定試
験のための受講費用の一部
を支給する。

子ども青少年局

中学生の
学習支援事業(複)

（H28に「ひとり親
家庭の子どもへの学習
サポート」から名称変

更）

ひとり親家庭の中学生に対
する学習サポート事業を実
施して、学習及び進学の意
欲を醸成する。

●実施か所数　111か所
（平成30年3月現在）

●健康福祉局の生活保護世
帯等を対象とする事業と一
体的に実施
36か所→111か所
（子ども青少年局分）

☆☆☆

●健康福祉局の生活保護世
帯等を対象とする事業と一
体的に実施
111か所→118か所
（子ども青少年局分）

子ども青少年局

【H29に事業追加】
高校生の

学習継続支援事業(複)

中学生の学習支援事業に参
加し高等学校等へ進学した
生徒を対象に継続した学習
支援を実施する。

●実施か所数　36か所
（平成30年3月現在）

●中学生の学習支援事業に
参加した児童を対象に、高
等学校等への進学後の継続
支援を行った。

☆☆☆

●中学生の学習支援事業に
参加した児童を対象に、高
等学校等への進学後の継続
支援を行う。
36か所→111か所
（子ども青少年局分）

子ども青少年局

【H28に事業追加】
ひとり親家庭の
子どもの居場所

づくりモデル事業(複)

ひとり親家庭の子ども等が
気軽に立ち寄ることができ
る居場所をつくる事業をモ
デル実施する。

●実施か所数　4か所
●市内4か所で週1回（7月
～）モデル実施した。

☆☆☆

●市内4か所で週1回型及
び週2回型の2区分（各２
か所）でモデル実施する。
（7月～）

子ども青少年局

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
6
 
-



実績

ひとり親家庭の
文化・スポーツ
交流事業(複)

（H29に｢ひとり親家
庭の子どもへのスポー
ツ・文化等の体験の場

の提供｣から名称変
更）

ひとり親家庭の子どもに、
スポーツ・文化等の体験の
場を提供することにより、
子どもの意欲や自己肯定感
を醸成する。

●実施回数  3回
●参加人数
　111組・236人

●実施回数を3回に増加。
●サッカー教室とバスケッ
トボール教室を実施し、親
子でのスポーツ体験とプロ
選手の試合観戦の場を提供
した。
●オーケストラ鑑賞会を実
施し、親子での音楽鑑賞と
楽団員との交流の場を提供
した。

☆☆☆
●年4回ひとり親家庭の子
どもに、スポーツ・文化等
の体験の場を提供する。

子ども青少年局

児童養護施設など
入所児童のケアの

充実(複)

被虐待や障害等の多様な困
難を抱える子どもを支援す
るための施設の養育力向上
をはかる。

●心理療法職員配置施設
　23か所
●小規模グループケア実施
施設　14施設
●自立支援担当職員の配置
　6人
●社会復帰支援事業の実施
　2か所

●虐待やいじめを受けた子
どもに対し心理療法の実施
や、小規模グループでのよ
りきめ細かいケアを進めた
ほか、職員人材確保事業を
実施し、入所児童のケアの
充実をはかることができ
た。

☆☆☆
●自立支援担当職員の配置
を6人から9人に拡充す
る。

子ども青少年局

児童養護施設等に
入所している児童
及び退所した児童
への自立支援(複)

児童の自立を支援するた
め、児童養護施設などの入
所児童への学習支援、児童
養護施設などを退所する児
童や退所した児童への就労
等の自立支援を実施する。

●児童養護施設等退所児童
就労支援事業　16人就労
●自立支援担当職員の配置
　6人
●社会復帰支援事業の実施
　2か所
●ステップハウスモデル事
業　2か所

●児童養護施設への自立支
援担当職員及び自立援助
ホームへの非常勤心理担当
職員配置の拡充、ステップ
ハウスモデル事業の開始な
ど、施設等入所児童及び退
所児童に対し、自立に向け
た支援を実施した。

☆☆☆
●自立支援担当職員の配置
を6人から9人に拡充す
る。

子ども青少年局

就学援助(複)
経済的に困窮している小中
学生の保護者に対して学用
品などの費用を援助する。

●対象者数　21,945人
●事業は順調に進めてお
り、一定の効果をあげてい
る。

☆☆☆

●経済的に困窮している小
中学生の保護者に対して学
用品などの費用を援助す
る。

教育委員会

所管局
進行状況

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針

-
 
7
7
 
-



実績

高等学校入学準備金
事業(複)

経済的理由により高等学校
などへの修学が困難な生徒
に対して入学準備金を貸与
する。

●対象者数　263人
●事業は順調に進めてお
り、一定の効果をあげてい
る。

☆☆☆

●経済的理由により高等学
校などへの修学が困難な生
徒に対して入学準備金を貸
与する。

教育委員会

市立高等学校
入学料などの減免(複)

市立高等学校に通う生徒の
保護者に対して入学料など
の減免を実施する。

●対象者数　281 人
●事業は順調に進めてお
り、一定の効果をあげてい
る。

☆☆☆
●市立高等学校に通う生徒
の保護者に対して入学料な
どの減免を実施する。

教育委員会

事業名 事業内容
平成29年度の実施状況 平成30年度の

実施方針
所管局

進行状況

-
 
7
8
 
-



 

 

 

 

 

 

名古屋市では、平成２７年３月に「なごや子ども・子育てわくわくプラン

2015～名古屋市子どもに関する総合計画～」を策定し、子どもの健やかな育ち

と若者の自立を社会全体で支えるまち名古屋を目指して、事業を進めてまいり

ました。 

このたび、なごや子ども条例第２１条の規定により、この計画の平成２９年度

における実施状況をとりまとめました。 

このプランでは、計画の実施状況を毎年公表し、市民の皆さまとともに評価す

ることとしています。ぜひ、皆さんのご意見をお寄せください。 

 

 

・市民情報センター（市役所西庁舎１階） 

・各区情報コーナー・支所 

・市公式ウェブサイト（http://www.city.nagoya.jp） 

トップページ＞名古屋市政＞分野別の計画・指針・調査結果＞子ども・青少年 

＞なごや 子ども・子育てわくわくプラン 2015（名古屋市子どもに関する総合計画） 

 

 

 平成３０年１１月３０日（金）まで 

 

 

 郵送（消印有効）、ファックス、電子メール 

※様式は自由です。 

 

 

 名古屋市子ども青少年局企画経理課（市役所本庁舎２階） 

《住所》〒４６０－８５０８ 名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

《電話》０５２－９７２－３０８１ 

《ファックス》０５２－９７２－４４３７ 

《電子メール》a3081@kodomoseishonen.city.nagoya.lg.jp  

なごや子ども・子育てわくわくプラン 2015 

～名古屋市子どもに関する総合計画～ 

平成 29 年度の実施状況 

について 皆さんの ご意見 を 募集 します。 

平成 29 年度の実施状況の冊子の主な配布・閲覧場所 

意見募集締切 

意見の提出方法 

意見の提出先・問い合わせ先 
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「なごや子ども・子育てわくわくプラン 2015～名古屋市子どもに関する総合計画～ 

平成 29 年度の実施状況についての意見 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

き 

り 

と 

り 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    初版     平成30 年9 月 

    編集・発行  名古屋市子ども青少年局企画経理課 

           〒460-8508 名古屋市中区三の丸三丁目1-1 

           電   話：（052）972-3081 

           ファックス：（052）972-4437 

           電子メール：a3081@kodomoseishonen.city.nagoya.lg.jp 

 

 

 

 


